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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第84期連結会計年度から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基

準第２号 平成14年９月25日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第４号 平成14年９月25日）を適用しております。この基準及び適用指針の

適用に伴う１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響はありません。 

４ 第85期連結会計年度から、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表より適用できることになったことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。なお、これに伴う損益に与える影響はありません。 

５ 第87期連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 128,085 120,854 126,529 137,367 157,319

経常利益 (百万円) 1,485 1,456 1,532 1,690 2,002

当期純利益 (百万円) 637 620 632 861 895

純資産額 (百万円) 12,837 13,347 13,944 15,340 15,549

総資産額 (百万円) 70,699 67,667 65,845 70,026 74,552

１株当たり純資産額 (円) 113.98 118.54 123.88 136.34 138.24

１株当たり当期純利益 (円) 5.66 5.51 5.62 7.66 7.96

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 18.16 19.73 21.18 21.91 20.86

自己資本利益率 (％) 5.02 4.74 4.63 5.88 5.80

株価収益率 (倍) 20.85 24.68 31.49 33.55 25.50

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,156 △856 2,325 1,144 1,751

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,711 492 338 253 437

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △747 △348 △4,681 △1,117 △493

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,524 6,813 4,794 5,245 6,946

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
419 
(42)

402
(49)

404
(51)

410 
(108)

421
(109)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第84期事業年度から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

２号 平成14年９月25日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第４号 平成14年９月25日）を適用しております。この基準及び適用指針の適用

に伴う１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響はありません。 

４ 第85期事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表より適用できることになったことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。

なお、これに伴う損益に与える影響はありません。 

５ 第87期事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 126,985 119,785 125,543 135,010 155,265

経常利益 (百万円) 1,392 1,413 1,491 1,562 1,920

当期純利益 (百万円) 434 502 645 683 852

資本金 (百万円) 8,021 8,021 8,021 8,021 8,021

発行済株式総数 (株) 112,714,687 112,714,687 112,714,687 112,714,687 112,714,687

純資産額 (百万円) 12,975 13,397 14,016 15,103 15,280

総資産額 (百万円) 70,089 67,161 65,700 69,562 73,981

１株当たり純資産額 (円) 115.20 118.98 124.52 134.23 135.85

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)
5.00 
(2.50)

3.00
(1.50)

3.00
(1.50)

3.50 
(1.50)

4.00
(2.00)

１株当たり当期純利益 (円) 3.86 4.46 5.73 6.07 7.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 18.51 19.95 21.33 21.71 20.66

自己資本利益率 (％) 3.37 3.81 4.71 4.69 5.61

株価収益率 (倍) 30.57 30.49 30.89 42.34 26.78

配当性向 (％) 129.59 67.26 52.36 57.66 52.77

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
314 
(29)

303
(31)

298
(34)

306 
(39)

313
(38)



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 項目

昭和22年５月 光興業株式会社(資本金18万円 本社 東京都中央区西八丁堀)を昭和電工株式会社及び味の素株

式会社の支援のもとに、化学品並びに肥料の国内販売と輸出入を目的として設立。

昭和25年１月 大阪営業所(現在大阪支店)を開設。

昭和31年４月 福岡営業所(現在福岡支店)を開設。

昭和32年３月 名古屋営業所(現在名古屋支店)を開設。

昭和34年４月 川口工場を開設「溶解アセチレン」の生産開始。

昭和37年６月 東京証券取引所の市場第二部に株式を上場。

昭和40年２月 川口工場に肥料工場を開設、特許「アミノ肥料」「粒状カリアンモホス」「ネオブラックライ

ト」の生産開始。

昭和44年12月 光興業㈱の砕石事業を分離独立させ、大分砕石株式会社(資本金500万円)を設立。

昭和47年10月 仙台営業所(現在仙台支店)を開設。

昭和48年９月 三重化成株式会社(資本金2,000万円)を合成樹脂原料の再生加工業として設立。(現・連結子会

社)

昭和51年８月 昭和電工株式会社の全額出資化学品商社、昭栄興業株式会社と合併、資本金12億9,270万円にな

る。

昭和56年６月 東京証券取引所の市場第一部に株式を上場。

昭和57年７月 昭和培土株式会社(資本金9,900万円)を育苗用培土製造販売を目的として設立。(現・連結子会

社)

昭和57年８月 商号を昭光通商株式会社に変更、本社を東京都港区西新橋に移転。

昭和61年12月 昭和電工株式会社に、ガス部門の営業譲渡。

昭和62年１月 昭和電工株式会社の全額出資不動産、保険代理業を営む昭興株式会社と合併、資本金46億4,179

万円になる。

昭和62年12月 第三者割当増資により資本金を124億1,179万円に増資。

平成元年５月 資本金を44億4,000万円減資、新資本金79億7,179万円になる。

平成元年６月 川口工場を閉鎖。

平成６年１月 昭光化学工業株式会社及び横浜化学株式会社を吸収合併、資本金の増減はなし。

平成６年５月 クリスタルスペシャリティーズ株式会社(資本金51米ドル米国コロラド州)をガリウム砒素基板の

製造販売を目的に設立。

平成12年４月 昭和電工株式会社の子会社でアルミニウム専門商社、協同軽金属株式会社と合併、資本金80億

2,179万円になる。

平成12年７月 本社を東京都港区芝公園に移転。

平成12年８月 子会社大分砕石株式会社の所有全株式を譲渡。

平成17年10月 子会社クリスタルスペシャリティーズ株式会社の所有全株式を昭和電工㈱に譲渡。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社を中核として子会社12社並びに関連会社５社、親会社１社で構成され、化学

品、合成樹脂、金属、物資建材、電子材料その他の販売を主な内容として事業活動を展開しております。

なお、親会社である昭和電工㈱は当社の大部分の事業における販売先かつ仕入先であります。 

  

当グループを構成する親会社、子会社及び関連会社は下記のとおりであります。 

  

 
  

区分 主要取扱品目 会社名

化学品
事業

販売 有機及び無機工業薬品、肥料、農業資材、農薬
当社、昭和電工㈱、昭和培土㈱、大利両毛アグリ
㈱、昭光通商(上海)(有公司)、関西緑化資材㈱、
㈲サン・クローバー       (会社数７社)

製造
有機・無機複合肥料、液体肥料、培土、 
土壌改良材

当社、昭和電工㈱、昭和培土㈱、興国肥料㈲
               (会社数４社)

合成 
樹脂 
事業

販売 合成樹脂原料並びに製品
当社、昭和電工㈱、三重化成㈱、コスモ化成工業
㈱、大阪化工紙工業㈱、㈱ケミコジャパン
               (会社数６社)

製造
合成樹脂再生品、輸出梱包用バリヤー包材、乾
燥剤

昭和電工㈱、三重化成㈱、コスモ化成工業㈱
               (会社数３社)

金属 
事業

販売
アルミ地金、アルミ軽圧品、重金属、電極、
研削材、耐火材、脱酸材、鉱産物

当社、昭和電工㈱、昭光通商(上海)(有公司)、
㈱サンジュニア             (会社数４社)

製造 電極、耐火材、研削材
昭和電工㈱、連雲港昭華鉱産(有公司)
               (会社数２社)

物資 
建材 
事業

販売
鉱産品、セメント及び二次製品、化学機械装
置、各種工事仮設資材、土木資材、アルミスペ
ーサー、ポール、ジャストベース

当社、昭和電工㈱、協三軽金属㈱ (会社数３社) 

製造 セメント及び二次製品、アルミスペーサー 昭和電工㈱、協三軽金属㈱    (会社数２社) 

電子 
材料 
その他 
事業

販売
精密化学品、電子材料、理化学機器、 
計測機器、不動産の売買及び賃貸

当社、昭和電工㈱、昭光通商(上海)(有公司)、 
ショウコウアメリカ㈱、㈲ゼット・ティー・エム 
                (会社数５社)

製造 重窒素化合物 当社、昭和電工㈱         (会社数２社)

サー
ビス

ビルの管理(清掃、設備管理、警備)、マンショ
ン管理、社宅・独身寮の管理、リフォーム、損
害保険・生命保険の代理店業、総合人材ビジネ
ス業

当社、興産ビルサービス㈱、㈱ゆーらむ
               (会社数３社)



事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

    
  
(注) ※は連結子会社であります。 

  



連結子会社、非連結子会社、関連会社及び親会社は次のとおりであります。 

連結子会社 

  

 
  

持分法非適用の非連結子会社 

  

 
  

持分法非適用の関連会社 

  

 
  

親会社 

  

 
  

会社名 主要な事業の内容

昭和培土㈱ 培土の製造・販売及び肥料、土壌改良材、苗の販売

大利両毛アグリ㈱ 肥料、農業資材、農薬の販売

三重化成㈱ 合成樹脂原料の再生加工及び販売

コスモ化成工業㈱ 輸出梱包用バリヤー包材及び乾燥剤の加工及び販売

興産ビルサービス㈱
ビルの管理（清掃、設備管理、警備）マンション管理、 
社宅・独身寮の管理、リフォーム

㈱ゆーらむ 総合人材ビジネス業

昭光通商(上海)(有公司) 各種原料・製品の輸出入

会社名 主要な事業の内容

㈲サン・クローバー 培土、肥料、農業資材、飼料の販売

興国肥料㈲ 複合肥料の製造及び販売

協三軽金属㈱ アルミスペーサーの製造及び販売

ショウコウアメリカ㈱
ショウデックス製品（カラム及び関連製品）の販売、 
科学システム機器商材の開発、エレクトロニクス材料の輸出入

㈲ゼット・ティー・エム 不動産の売買、賃貸

会社名 主要な事業の内容

関西緑化資材㈱ 肥料、農薬、ゴルフ場向け資材の販売

大阪化工紙工業㈱ ポリエチレン製品の販売

㈱ケミコジャパン 合成樹脂原材料及び成型品の販売

㈱サンジュニア ソーラーシステムの製造、工事及び販売

連雲港昭華鉱産(有公司) 各種セラミックス原料の加工及び販売

会社名 主要な事業の内容

昭和電工㈱
オレフィン、有機化学品、炭素・金属、ガス・化成品、アルミニ
ウム、ファインセラミックス、エレクトロニクス等各種製品の製
造及び販売



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の( )書きは間接所有の割合であり、被所有割合の内数であります。 

３ 特定子会社に該当する子会社はありません。 

４ 有価証券報告書の提出会社であります。 

５ 昭和電工㈱の持分は50％未満でありますが、実質的に支配しているため、親会社に該当します。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有割
合（％）

関係内容

(親会社)

昭和電工㈱

(注)2,4,5
東京都港区 110,824

化 学 品 事
業、合成樹
脂事業、金
属事業、物
資 建 材 事
業、電子材
料その他事
業

(被所有)
43.9 
(1.4)

当社及び一部の子会社並びに関連会社は、
同社に各種商品等を販売し、同社から各種
製品等を購入しております。

(連結子会社)

昭和培土㈱
宮城県加美
郡加美町

99 化学品事業
(所有)
100.0

当社は同社に肥料、土壌改良材等を販売
し、同社から培土、焼目砂等を購入し、資
金の貸付をしております。

大利両毛アグリ
㈱

茨城県ひた
ちなか市

14 化学品事業
(所有)
100.0

当社は同社に肥料、農業資材等を販売し、
資金の貸付をしております。

三重化成㈱
大分県豊後
大野市

40
合成樹脂事
業

(所有)
100.0

当社は同社に合成樹脂原料等を販売し、同
社から合成樹脂製品等を購入しておりま
す。
役員の兼任            1名

コスモ化成工業
㈱

埼玉県川口
市

10
合成樹脂事
業

(所有)
100.0

当社は同社に合成樹脂原料等を販売し、同
社から合成樹脂製品等を購入しておりま
す。

興産ビルサービ
ス㈱

東京都中央
区

10
電子材料そ
の他事業

(所有)
100.0

当社は同社に賃貸ビル・マンション及び独
身寮の清掃・管理・リフォーム等を委託
し、建物を賃貸しております。
役員の兼任            1名

㈱ゆーらむ 東京都港区 10
電子材料そ
の他事業

(所有)
100.0

当社は、同社から人材を受入し、同社に建
物を賃貸しております。
役員の兼任            1名

昭光通商(上海)
（有公司）

中華人民共
和国 上海
市

650千 
米ドル

電子材料そ
の他事業

(所有)
100.0

当社は同社にアルミ箔等を販売し、同社か
ら電極等を購入し、貿易与信取引に関する
債務保証を行っております。
役員の兼任            1名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社の労働組合との関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称  従業員数  (名)

化学品事業 103 (17)

合成樹脂事業 78 (22)

金属事業 56 (8)

物資建材事業 33 (3)

電子材料その他事業 103 (53)

全社(共通) 48 (6)

合計 421 (109)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

313(38) 40.2 15.3 7,237



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・ナフサ等の原料価格の高止まりや長期金利の上昇等に

よる影響が懸念されましたものの、米国及びアジア諸国の経済が順調に推移するとともに、企業収益の

改善を背景とした雇用環境の改善等により、引き続き緩やかな景気の拡大局面のうちに推移いたしまし

た。 

 このような情勢の中で、当社グループは、２００４年よりスタートした３ヶ年の中期経営計画の最終

年として、「Ｊ２」の短期格付けを取得し、財務体質の強化を図るとともに「成長と発展」が持続でき

る企業基盤の強化育成に邁進してまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は１,５７３億１９百万円（前連結会計年度比１４．５％の増

収）、利益につきましては、営業利益は２１億４８百万円（前連結会計年度比２５．６％の増益）、経

常利益は２０億２百万円（前連結会計年度比１８．５％の増益）、当期純利益は８億９５百万円(前連

結会計年度比３．９％の増益）となりました。 

 

 以下、各事業の状況をご報告申しあげます。 

 

1 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

（化学品事業） 

 化学品関連は、ナフサやエチレンの高騰による販売価格の上昇効果に加え、中国へのＩＴ関連向け材

料や国内販売を強化した酢酸エチル等が堅調に推移し増収となりましたが販売費の増加により営業利益

では、減益となりました。 

 肥料農材関連は、主力のアミノ酸系有機配合肥料及び培土製品を重点商材と位置づけ拡販努力をして

まいりましたが、原料価格高騰に伴う製造原価の上昇、農産物価格の暴落等厳しい農業環境の中、需要

家の購買意欲が一段と冷え込み、減収・減益となりました。 

 以上の結果、売上高は２８３億９７百万円（前連結会計年度比４．７％の増収）となり、営業利益は

２億１百万円（前連結会計年度比５２．７％の減益）となりました。 

 

（合成樹脂事業）  

 合成樹脂原料につきましては、中国向け輸出は低調でありましたが、ナフサやエチレンの高騰による

販売価格の上昇効果に加え、自動車及び包装資材向けの取引増加が牽引し、さらに新規取引の開拓に努

めた結果、大幅な増収となりました。 

 合成樹脂製品につきましても、原料価格上昇及び拡販効果により、増収となりました。 

 以上の結果、売上高は４８７億２７百万円（前連結会計年度比２７．１％の増収）となり、営業利益

は４億６８百万円（前連結会計年度比２２．２％の増益）となりました。 

 

 

 

（金属事業） 



 軽金属関連は、アルミニウム地金等の原材料価格高騰による販売価格上昇効果に加え、当期も好調

なＩＴ及び自動車業界に支えられた主力のコンデンサー用アルミ箔及びアルミニウム合金地金等が伸長

し、増収・増益となりました。 

 無機材料関連は、鉱産物価格の高騰に加え、主力の耐火物やセラミックス原料が好調な鉄鋼業界に、

またアルミナ関連製品やレアアースも好調なＩＴ関連業界の旺盛な需要に支えられ、増収となりました

が、収益面では若干の減益となりました。 

 以上の結果、売上高は５２２億９５百万円（前連結会計年度比１３．７％の増収）となり、営業利益

は６億８３百万円（前連結会計年度比２１．７％の増益）となりました。 

 

（物資建材事業） 

 物資建材関連は、土木材やアルミニウム建材が公共事業削減及び住宅着工件数の低迷等の影響を受け

低調でしたが、前期期央に新たに取扱いを開始したアルミポール事業が当期は期を通じて収益に貢献し

たことに加え、新規開発商材であるジャストベース（固定柱脚工法）が大幅に伸張し、増収・増益とな

りました。   

 以上の結果、売上高は１５６億７百万円（前連結会計年度比８．９％の増収）となり、営業利益は１

億６６百万円（前連結会計年度比４０．７％の増益）となりました。 

 

 （電子材料その他事業） 

 科学システム関連は、主力のショウデックスカラムの国内販売は好調でしたが、海外向けが商流の変

更で減少し、また安定同位体製品が顧客の設備投資予算削減の影響を受け、減収となりましたが、収益

性の高い輸入分析機器類が順調に推移し、増益となりました。 

 エレクトロニクス関連は、携帯電話、デジタル家電及びパソコン向け電子部品が好調であり、特にパ

ソコン向け導電性高分子キャパシタと新規用途向けに拡販努力した発光ダイオードが大幅に伸張し、増

収・増益となりました。 

 不動産関連は、マンション用地及び建築費の高騰等により厳しい環境下にありましたが、好立地の中

目黒マンション事業の販売が寄与し、増収・増益となりました。 

 保険関連は、がん保険等の第３分野保険の拡販に努めましたが、損害保険分野では顧客の満足度向上

のために前期に導入した火災保険期間の長期化が影響し、減収・減益となりました。 

 以上の結果、売上高は１２２億９１百万円（前連結会計年度比６．０％の増収）となり、営業利益は

９億４７百万円（前連結会計年度比４３．３％の増益）となりました。 

 

２ 所在地別セグメントの業績は、前連結会計年度及び当連結会計年度における全セグメントの売上高

の合計額及び全セグメント資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも９０％超のため記載を省

略しております。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により１７億５１百万円増加し、投資活

動により４億３７百万円増加し、財務活動により４億９３百万円減少し、この結果、現金及び現金同等

物は１７億１百万円増加となり、当連結会計年度末残高は６９億４６百万円（前連結会計年度末比３

２.４％の増加）となりました。 

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によるキャッシュ・フローの増加は、１７億５１百万円（前連結会計年度は１１億４４百万

円の増加）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益１６億１７百万円、減価償却費２億７７

百万円及び売上債権の増加４８億１６百万円、及び仕入債務の増加４９億４０百万円によるものであり

ます。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローの増加は、４億３７百万円（前連結会計年度は２億５３百万円の

増加）となりました。これは主に預け金の払戻し３億２百万円、投資有価証券の売却による収入６億４

１百万円、有形固定資産等の取得による支出２億９百万円によるものであります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローの減少は４億９３百万円（前連結会計年度は１１億１７百万円の

減少）となりました。これは主に借入金の返済３０億３５百万円、社債の発行による収入３０億円、配

当金の支払４億５０百万円によるものであります。  

 

  以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ１７億１百万円増加

して、６９億４６百万円となりました。 



２ 【仕入、成約及び販売の状況】 

(1) 仕入の実績 

仕入高と売上高との差額は、売上高に比べ僅少であるため、記載を省略しております。 

  

(2) 成約の実績 

成約高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

  

(3) 販売の実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度における総販売実績に対する輸出高の割合は10％未満であるため記載を省略しております。

３ 当連結会計年度における総販売実績に対する主要販売先については、10％未満であるため記載を省略してお

ります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、２００７年から４ヶ年の中期経営計画「２０１０年経営ビジョン」を実現するため

に、安定した収益構造を実現すると同時に、事業拡大、新規事業の創出を可能とする事業体質をつくり上

げてまいります。  

このために、次の３点を全社として対処すべき共通の課題として掲げ、着実に実行してまいります。  

１．収益力の強化と収益構造の体質化 

環境の変化に影響を受けない収益体質につくり変えていくと同時に、当社がイニシアティブを持つビジ

ネスをつくり続け、競争力を持つ事業構造へ一層転換させてまいります。 

２. 事業領域の拡充 

既存の事業を多面的に深く掘り起こすと同時に、その事業周辺への拡充と新規分野への進出に一層邁進

してまいります。  

３．社員の意欲、行動の変革  

社員一人ひとりが現状に満足せず、自己の改革と成長に取り組み着実な成長と発展を実現する風土をつ

くってまいります。  

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)
前連結会計年度比
増減(％)

化学品事業 28,397 4.7

合成樹脂事業 48,727 27.1

金属事業 52,295 13.7

物資建材事業 15,607 8.9

電子材料その他事業 12,291 6.0

合計 157,319 14.5



４ 【事業等のリスク】 

当社グル－プは事業の性格上、広範でかつ多岐にわたるリスクを内包しております。 

以下、当社グル－プの業績に少なからず影響のあると考えられる主な事項を記載します。なお、これら

のリスクは、軽微なもの並びに将来発生し得るすべてのリスクを網羅しているものではありません。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

１．事業環境が変化するリスク 

当社グループは幅広い産業分野において国内取引に加え、海外との取引を行っております。従いまし

て、日本の一般的な商品市況、原油をはじめとした原材料の価格、金利等の景気動向等の影響を受ける

のみならず、関係各国の経済状況や為替等の影響が、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  

特に中国は成長の一途を辿っておりますが、成長力の維持にも課題が出てきております。また、東南

アジア、中近東といった諸国にも依然として政情不安定等の懸念があります。 

このように日本を含む当社の事業展開上重要な地域の経済情勢等の変化は、当社グループの業績に影

響を及ぼす危険性があります。  

２．競争関係に伴うリスク 

当社グループが事業を遂行する事業領域は、熾烈な競争状況の中にあります。これらの競争相手は、

販売力・情報力・人材・取引先の地位・財務力等のいずれかの面で当社より優位にある可能性も否定で

きません。  

当社グループは、変化する市場ニーズの的確な把握と対応、顧客に対するきめ細かな対応、取引先と

の連帯強化、情報網の整備、資金力の強化等の面で差別化を図り優位に立つよう経営努力をいたしてお

りますが、すべての面で優位に立つことが出来るとは言えない可能性があります。  

３．取引先の信用リスク 

当社グループは、多様な商活動を推進する事業の性格上、大企業から中小企業に至るまで多岐に亘る

国内外の取引先を抱えております。  

取引先の信用につきましては、専門の審査法務部が定性的・定量的な面から個別に取引先を評価し与

信限度を設定して、その範囲内で取引を実行するよう指導すると同時に、常時モニタリングできるよ

う、不良債権発生防止のために万全の態勢を整えております。さらに、不測の事態に備え取引信用保険

を付保しております。  

しかし、経営環境の変化等により、取引先の信用が悪化し経営破綻等に陥り、債権が回収不能の事態

となり、収益並びに財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

４．法的規制に係わるリスク 

日本及び諸外国における商活動は、関税、安全保障、独占禁止、不公正取引防止、為替、環境関連等

広範な法律及び規則により規制されており、当社グループはコンプライアンスを経営の最重要課題とし

て掲げ推進しております。  

しかし、いまだ法整備が十分と言いがたい発展途上国においては、法令の欠如、法令の予期し得ない

解釈、その他国家機関による突然の規制・変更等の実施により、事業が制約されたり、多額の支出を求

められたりし、業績に悪影響を及ぼす可能性がないとは言えません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１. 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されています。この連結財務諸表作成にあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状

況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

記載の通りであります。 

 なお、決算日における資産及び負債の貸借対照表上の金額及び当連結会計年度における収益及び費用

の損益計算書上の金額の算定には、将来に関する判断・見積りを行う必要があり、当社グループは過去

の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、こ

れらの見積りと異なる場合があります。 

２. 財政状態についての分析 

当連結会計年度末の総資産合計は、売上高の増加に伴う売上債権の増加を主因として、前連結会計年

度末に比べ４５億２６百万円増の７４５億５２百万円となりました。 

 当連結会計年度末の負債合計は、売上高の増加に伴う仕入高の増加による仕入債務の増加を主因とし

て、前連結会計年度末に比べ４３億１６百万円増の５９０億２百万円となりました。 

 当連結会計年度末の純資産合計は、当期純利益が８億９５百万円ありましたが、前期利益処分及びそ

の他有価証券評価差額金が減少したため、前連結会計年度末の資本の部の合計に比べ２億９百万円増の

１５５億４９百万円となりました。 

３. 経営成績についての分析 

当連結会計年度の売上高は、合成樹脂や金属における原材料価格高騰による販売価格の上昇効果等に

より全ての事業の種類別セグメントで増収となり、前連結会計年度に比べ１９９億５２百万円増の１，

５７３億１９百万円となりました。 

 営業利益は、保管料や人件費の増加による販売費及び一般管理費の増加はありましたが、売上高の増

加による売上総利益の増加により、前連結会計年度に比べ４億３８百万円増の２１億４８百万円となり

ました。 

 経常利益は、社債発行費用や金利上昇に伴う金利負担の増加による営業外損益の悪化があったため、

前連結会計年度に比べ３億１２百万円増の２０億２百万円となりました。 

 特別利益は、本社事務所移転に伴う立退補償金等がありましたが、前連結会計年度には投資有価証券

売却益４億４５百万円等があったため、前連結会計年度に比べ２億６１百万円減の２億３９百万円とな

りました。 

 特別損失は、本社事務所移転に伴う固定資産除却損や投資有価証券評価損等がありましたが、前連結

会計年度には子会社整理処分損や退職給付会計基準変更時差異償却額等があったため、前連結会計年度

に比べ２億４１百万円減の６億２５百万円となりました。 

 この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ２億９３百万円増の１６億１７百万円

となりましたが、前連結会計年度は連結子会社の連結除外に伴う税負担の軽減があったために、当期純

利益は前連結会計年度に比べ３４百万円増の８億９５百万円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社及び連結子会社では、当連結会計年度は、総額２億９百万円の設備投資を実施しましたが、維持、

補修を主としたものであり、特記すべきものはありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年12月31日現在 

 
  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(東京都港区)

化学品・合
成樹脂・金
属・物資建
材・電子材
料その他

オフィス 
ビル他

257 106
782

(15,876)
22 1,169

215
(24)

大阪支店 
(大阪市北区)

化学品・合
成樹脂・金
属・物資建
材・電子材
料その他

オフィス 
ビル

5 － － 1 7
43
(3)

名古屋支店 
(名古屋市中村
区)

合成樹脂・
金属・物資
建材

オフィス 
ビル

2 － － 0 2
19
(5)

福岡支店 
(福岡市中央区)

化学品・合
成樹脂・金
属・物資建
材・電子材
料その他

オフィス 
ビル

1 － － 0 1
16
(-)

仙台支店 
(仙台市青葉区)

化学品・物
資建材

オフィス 
ビル

1 － － 0 1
6
(1)

大分営業所 
(大分市)

化学品
オフィス 
ビル

0 － － 0 0
2
(-)

蠣殻昭光ビル 
(東京都中央区)

電子材料 
その他

賃貸ビル 73 －
123
(145)

1 198 －

日本橋昭光ビル 
(東京都中央区)

電子材料 
その他

賃貸ビル 172 －
297
(105)

0 469 －

座間ショッピン
グセンター 
(神奈川県座間
市)

電子材料 
その他

賃貸店舗 1,065 －
1,874

(13,391)
2 2,942 －

大阪昭興ビル 
(大阪市北区)

電子材料 
その他

賃貸ビル 114 1
164
(310)

4 285 －

芙蓉コーポ 
(川崎市幸区)

電子材料 
その他

賃貸
マンション

38 －
166
(528)

－ 205 －

アクティス上目
黒 
(東京都目黒区)

電子材料 
その他

賃貸店舗、 
マンション

174 － － 0 174 －

千葉工場 
(千葉県袖ヶ浦
市)

化学品 肥料の製造 27 6 － － 33
2
(-)

杉戸研究所 
(埼玉県北葛飾郡
杉戸町)

電子材料 
その他

重窒素の 
製造

6 8 － 6 21
10
(5)



(2) 国内子会社 

平成18年12月31日現在 

 
  

(注）１ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

昭和培土㈱ 
本社工場 
(宮城県加美郡加
美町)

化学品
オフィス 
培土製造工場

75 
 

31 
 

257
(27,643)

1 365
30
(10)

三重化成㈱ 
本社工場 
(大分県豊後大野
市三重町)

合成樹脂
オフィス 
合成樹脂再生
工場

45 26
69

（14,509)
0 143

30
(3)

コスモ化成工業
㈱本社工場 
(埼玉県川口市前
川町)

合成樹脂
オフィス 
合成樹脂包材
工場

5 10 － 0 17
6

(12)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 112,714,687 112,714,687
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 112,714,687 112,714,687 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 協同軽金属㈱との合併における新株発行による増加 合併比率１対１ 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 自己株式231,577株は「個人その他」の欄に231単元及び「単元未満株式の状況」の欄に577株含めて記載し

ております。 

なお、自己株式231,577株は株主名簿記載上の株式数であり期末日現在の実質的な所有株式数は、229,577株

であります。 

２ 証券保管振替機構名義の株式17,000株は「その他の法人」の欄に17単元含めて記載しております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）、三菱UFJ信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係るものであります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年４月１日 1,000,000 112,714,687 50 8,021 ― 0

区分

株式の状況(１単元の株式数 1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 40 32 155 30 1 11,020 11,278 ―

所有株式数 
(単元)

0 11,028 1,164 51,687 470 2 47,427 111,778 936,687

所有株式数 
の割合(％)

0.00 9.87 1.04 46.24 0.42 0.00 42.43 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

昭和電工株式会社 東京都港区芝大門一丁目13番9号 47,364 42.02

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 3,118 2.77

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番3号 1,266 1.12

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番1号 1,018 0.90

昭和高分子株式会社 東京都千代田区神田錦町三丁目20番 1,010 0.90

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 875 0.78

昭光通商従業員持株会 東京都港区芝公園二丁目4番1号 638 0.57

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目2番2号 628 0.56

三菱UFJ信託銀行株式会社（信
託口）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 623 0.55

昭和エンジニアリング株式会社 東京都港区芝浦三丁目17番12号 537 0.47

計 ― 57,079 50.64



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株(議決権17個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式577株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権2個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 
229,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

111,549,000
111,549 同上

単元未満株式
普通株式
936,687

― 同上

発行済株式総数 112,714,687 ― ―

総株主の議決権 ― 111,549 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
昭光通商株式会社

東京都港区芝公園 
二丁目4番1号

229,000 － 229,000 0.20

計 ― 229,000 － 229,000 0.20



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項による取得 

 
  

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

   
(注) 当期間におけるその他及び保有自己株式数には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取及び買増による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度(平成18年１月１日から平成
18年４月30日まで)における取得自己株
式

11,082 2,733

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度(平成18年５月１日から平成
18年12月31日まで）における取得自己株
式

25,504 5,311

当期間(平成19年１月１日から提出日現
在まで）における取得自己株式

4,912 1,039

区分

当事業年度(平成18年１月１日から
平成18年12月31日まで）

当期間(平成19年１月１日から 
提出日現在まで）

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(買増請求による売却) 4,017 854 ― ―

保有自己株式数 229,577 ― 234,489 ―



３ 【配当政策】 

利益配分につきましては、株主の皆様への安定的かつ継続的な配分を重要な経営課題の一つと認識し、

中長期的視点からの利益水準、財務状況等と各期の収益状況及び今後の事業展開等を勘案して決定するこ

とを基本としております。  

配当の実施につきましては、期末配当及び中間配当の年２回とし、期末配当は定時株主総会の決議事

項、中間配当は取締役会の決議事項といたします。  

以上の方針に基づき、当期の１株当り配当金は０．５円増配し、年４円（うち中間配当金２円）といた

しました。  

内部保留に関しましては、将来の収益の柱となる新規事業の育成並びに財務体質の一層の充実に活用し

てまいります。  

なお、当社は、会社法第４５４条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

(注) １ 平成18年３月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

   （１） 配当金の総額      ２２５百万円 

   （２） １株当たり配当額        ２円 

   ２ 平成18年８月８日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

   （１） 配当金の総額      ２２５百万円 

   （２） １株当たり配当額        ２円 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

  

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

最高(円) 166 201 195 272 284

最低(円) 105 117 138 175 177

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 211 216 215 221 217 212

最低(円) 177 190 195 194 189 201



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
取締役社長 
(代表取締役)

西 本   浩 昭和20年 1月 2日生

昭和43年 4月 昭和電工㈱入社

１年 20

平成16年 3月 同常務取締役兼常務執行役員石

油化学事業部門長

平成19年 1月 当社特別顧問

平成19年 3月 当社代表取締役社長(現)

常務取締役 合成樹脂本部長 折 山 正 武 昭和19年 6月21日生

昭和43年 4月 昭和電工㈱入社

 

１年 39

平成 9年 3月 同有機化学品事業部長

平成12年12月 当社参与化学品本部長付

平成13年 1月 同参与化学品本部長

平成13年 3月 同取締役化学品本部長

平成15年 3月 同常務取締役化学品本部長

平成17年 1月 同常務取締役合成樹脂本部長

(現)

常務取締役

経営企画部長
兼監査室、経
理部、審査法
務部、無機材
料本部担当

松 木 正 興 昭和21年 2月21日生

昭和44年 4月 昭栄興業㈱(昭和51年当社と合

併)入社

 

１年 23

平成12年 4月 当社参与無機材料本部長兼無機

材料部長

平成13年 3月 同取締役無機材料本部長兼無機

材料部長

平成14年 7月 同取締役無機材料本部長

平成16年 3月 同常務取締役無機材料本部長

平成19年 1月 同常務取締役経営企画部長兼 

監査室、経理部、審査法務部、 

無機材料本部担当(現)

常務取締役

総務部長兼 
不動産本部、 
保険本部担当
及び支店総務
課等に係る業
務担当

伊 藤 嘉 隆 昭和22年 1月 6日生

昭和44年 4月 昭和電工㈱入社

１年 17

平成10年 3月 同塩尻工場総務部長

平成11年10月 昭和電工プラスチックプロダク

ツ㈱出向

平成12年10月 当社保険本部保険部長

平成14年 7月 同参与保険本部長

平成16年 3月 同取締役保険本部長

平成18年 3月 同取締役総務部長兼保険本部担

当及び支店総務課等に係る業務

担当

平成19年1月 同取締役総務部長兼不動産本

部、保険本部担当及び支店総務

課等に係る業務担当

平成19年 3月 同常務取締役総務部長兼不動産

本部、保険本部担当及び支店総

務課等に係る業務担当(現)

取締役 化学品本部長 高 橋 伸 夫 昭和22年 7月25日生

昭和46年 4月 昭和電工㈱入社

１年 10

平成13年 3月 同参事石油化学事業部門有機化

学品事業部長

平成16年 3月 昭和アルミパウダー㈱常務取締

役

平成17年 1月 当社参与化学品本部長

平成17年 3月 同取締役化学品本部長(現)



 
(注)１ 監査役酒井仁和、監査役武藤三郎の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

    ２ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠 

    監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

 
       なお、上口啓一氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 物資建材本部長 佐 藤 盛 男 昭和22年 8月27日生

昭和45年 4月 昭栄興業㈱(昭和51年当社と合

併)入社

 

 

１年 11 
 

平成16年 3月 当社参与物資建材本部長

平成17年 3月 同取締役物資建材本部長(現)

取締役 無機材料本部長 大須賀 憲 敏 昭和24年 2月27日生

昭和48年 8月 昭栄興業㈱(昭和51年当社と合

併)入社

１年 5
平成19年 1月 当社無機材料本部長兼無機材料

部長

平成19年 3月 同取締役無機材料本部長兼無機

材料部長(現)

取締役 軽金属本部長 亀 井 康 明 昭和24年 9月29日生

昭和47年 4月 昭和電工㈱入社

１年 5
平成18年 1月 昭和軽合金㈱取締役社長

平成19年 1月 当社参与軽金属本部長

平成19年 3月 同取締役軽金属本部長(現)

常勤監査役 藤 田   剛 昭和20年 6月 5日生

昭和43年 4月 昭和電工㈱入社

１年 20

平成 7年 3月 同エレクトロニクス事業本部Ｈ

Ｄ工場総務部長

平成10年 3月 当社経営企画部長

平成12年 5月 同参与経営企画部長兼情報シス

テム部長

平成15年 3月 同取締役昭光通商(上海)(有公

司)董事長

平成16年 3月 同常勤監査役(現)

監査役 酒 井 仁 和 昭和26年10月27日生

昭和50年 4月 昭和電工㈱入社  

 

 

１年 －

平成15年 3月 同ビジネス・サポート・センタ

ー財務グループ 

平成16年 3月 当社監査役(現）

平成18年 1月 昭和電工㈱財務室長(現）

監査役 武 藤 三 郎 昭和29年 1月15日生

昭和51年 4月 昭和電工㈱入社  

 

１年
－平成18年 1月 同経理室長(現)

平成19年 3月 当社監査役(現）

計 150

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 
(千株)

上 口 啓 一 昭和33年 9月 3日生

昭和58年 4月 昭和電工㈱入社  

 

１年
 
－

平成 9年 1月 日本ポリオレフィン㈱出向

平成16年 3月 昭和電工㈱戦略企画室(現)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及び当社グループは、企業倫理に則った健全で透明性の高い企業活動こそ経営の最優先課題で

あると認識しております。その課題達成のために、経営の正確かつ迅速な意思決定に努め、適宜適切

に情報開示を行うなど経営の健全性を推進する社内体制を敷き、当社の企業行動規範を基本に次の観

点からコーポレートガバナンスの充実に努めております。 

 ① 公正な企業活動の徹底 

   ・法律に則り、公正で自由な競争に基づく営業活動を遂行します。  

    ・反社会的な活動や勢力には毅然とした態度で臨みます。  

 ② 環境問題と社会貢献への取り組み  

・地球環境に配慮し、省資源、省エネルギー、産業廃棄物の削減と再利用に積極的に取り組みま

す。  

   ・関係する地域の文化や慣習を尊重し、その地域の発展に寄与します。 

 ③  存在価値の追求 

   ・社会環境や産業構造の変化に対応した新商品、サービスを市場や顧客に提供します。 

・既存の枠組みにとらわれることなく、独自性を発揮できる分野の開拓にチャレンジします。 

 ④ 透明な経営の推進  

   ・経営情報を的確に開示し、会社に対する理解と信頼を高めます。  

・社会及び全てのステークホルダーとの円滑なコミュニケーションを図り、オープンな経営を行

います。  

 ⑤ 健全経営の推進 

   ・健全経営を貫き、社会に貢献する事業活動に徹します。  

    ・目先の利益に惑わされず、また投機的な取引は行いません。  

  

１．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  （1）会社の機関の内容 

当事業年度末現在の経営体制は取締役８名であります。 

取締役会は、当社グループの経営方針や会社法及び定款で定められた事項及び重要な業務執行案件

について多面的な検討により迅速に意思決定するとともに、業務執行に係る報告のため、月１回定期

的に開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しています。  

取締役会の監督機能と意思決定の適正の確保については、社外監査役を含む監査役の監視、各取締

役間の相互監視により、その実効性を図っております。 

取締役会に付議すべき事項や重要な案件は、会社法及び定款で定められた事項のほか、社内規程に

より規定されています。  

取締役会での意思決定に誤りなきを期すために、常務以上及び社長が指定する者で構成され、月１

回定期的に開催される経営会議で、取締役会に付議すべき事項を含め当社にとって重要な案件を戦略

性、リスクの内容と程度、成果等の観点から多角的に審査します。  

中期経営計画等の経営基本に関わる施策は、経営会議の審議はもとより、取締役全員による充分な

検討のうえで策定しています。  



なお、適切な業務執行上必要な特定事項について、コンプライアンス委員会、安全保障貿易管理委

員会、債権審議委員会などの委員会を設置しており、各委員会は、それぞれの事項に関して調査、研

究、審議などを行っています。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成されており、

取締役会及び社内の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、主要な決裁書やその

他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役または使用人に説明を求め、経営の健全性確保のた

めの提言、助言、勧告を行っています。 

当社は、監査法人不二会計事務所との間で監査契約を締結し、同法人が監査を実施しています。 

  

  （2）内部統制システムの整備の状況 

取締役会が決議した内部統制システムの整備に係る基本方針は次のとおりです。 

当社は、本基本方針に基づき、引き続き、適切な内部統制システムの維持・整備に努めてまいりま

す。  

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、コンプライアンスの強化を経営の最優先課題と認識し、全社的な推進体制として「企業行

動規範」「企業行動指針」を策定し、研修等を通じて指導・周知徹底を図るとともに、取締役及び使

用人がそれぞれの立場で自らが主体的に法令及び定款を遵守して業務の遂行に当たります。 

総務担当役員を委員長とし、スタッフ部門の部長、本部長、支店長を構成員とした『コンプライア

ンス委員会』を設け、コンプライアンスのより一層の浸透を図ります。  

また、当社は、社内においてコンプライアンス違反が行われた場合や行われようとしていることに

気がついた場合、直ちに相談通報できる「コンプライアンス相談窓口」を設け、未然防止やその早期

発見と適切な対応を行います。  

  

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会や経営会議等の議事録、決裁書等の文書は、法令及び社内の文書管理規程に基づ

く保存・管理を徹底し情報セキュリティの確保を行います。  

個人情報の取り扱いについては、個人情報保護方針と同規程に基づき対応します。 

  

 ③ 損失の危機に関する規程その他の体制  

当社は、重要案件について、毎月１回定期的に開催される常務取締役以上及び社長が指名した取締

役で構成される経営会議において、その戦略性・リスクの内容と程度・成果等を重視し多角的に審議

を行います。  

全社に影響を与える可能性のあるリスクを対象として社長を委員長とする「リスク管理委員会」を

設置し管理を行います。「リスク管理委員会」の下に「コンプライアンス委員会」「安全保障貿易管

理委員会」「債権審議委員会」を設置し各委員会の対象となるリスクの分析・評価を行い適切な処置

で対応します。 

なお、平時においては、各部門の自立的な管理を基本とし、リスクの分析・評価・対応を専門部門

と相談した上で、決裁制度を通じてリスクの管理を行います。 

また、事故・災害等の危機発生時には、社長を本部長とする「非常対策本部」を設置するなど、防

火防災管理規程により対応します。  



 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、定例の取締役会を毎月一回開催し、重要事項の意思決定並びに取締役の業務執行状況の監

督を行います。また、必要に応じて臨時取締役会を開催するなどして、効率的かつ迅速な運営を図り

ます。  

業務の運営は、「経営基本規程類」「経営組織規程類」「業務運営規程類」により、業務分掌・権

限等を明確化し、迅速な意思決定と効率的な業務の推進を基本とします。また将来の事業環境を踏ま

えた中期経営計画を策定し、それに基づく各単年度予算により、各部門はその目標に向け具体的な施

策を立案・実行します。  

  

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制  

当社企業グループは、コンプライアンスを企業集団の最優先課題として掲げ、研修・指導を通じて

周知徹底を図ります。また、「コンプライアンス相談窓口」の活用をグループ会社にも適用し、グル

ープとしてコンプライアンスの実効性を上げます。なお、各グループ会社の経営については、その自

主性を尊重しつつ、グループ会社経営規程に基づき業務内容の定期的な報告と重要案件については事

前協議をもって一体化を推進します。  

監査役及び内部監査部門は、必要に応じグループ会社を対象に監査や診断等を実施します。また、

監査役は、主要な関係会社の監査役と定期的な会合を持ち、連携を図ります。  

  

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制  

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいませんが、求めに応じ、監査役の業務補助のために監

査役のスタッフを置くこととし、その人事について、取締役は監査役と意見を交換いたします。  

  

 ⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制  

当社は、監査役が取締役の重要な意思決定や職務の執行状況を把握するために、取締役会や経営会

議等重要な会議に出席するとともに、主要な決裁書その他業務執行に関する重要な文書の供覧や取締

役または使用人が必要な説明等を行うことにより、監査役に報告を行います。  

なお、著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、法令または社内規程に従い、直ち

に監査役に報告いたします。  

  

 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社は、監査役が、期初に策定した監査方針・監査計画に基づき、監査役監査基準により行われる

監査の実効性を高めるために、監査役の往査等への適切な対応を行います。  

社長は、当社が対処すべき課題、監査上の重要事項、監査環境の整備等について意見交換のため

に、監査役との定期会合を実施します。  

内部監査部門及び会計監査人は、監査結果の報告や定期的な会合等により、監査役との連携を図り

ます。  

  



  （3）内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、内部監査部門は社長直轄の組織として監査室を設置しています。監査室

（８名、専任１名、兼任７名）は、関係会社を含む会社の業務執行状況を調査し、正確性、妥当性及

び効率性を、また、経営方針、計画及び内部統制システムの機能状況を調査し、整合性及び健全性を

検証しています。内部監査の結果は、監査役会にも報告され、監査役監査と相互の連携を図っていま

す。  

監査役監査につきましては、監査役は、取締役会及び社内の重要な会議に出席し、必要に応じて意

見を述べるとともに、主要な決裁書やその他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役または使

用人に説明を求め、経営の健全性確保のための提言、助言、勧告を行っています。また、グループ会

社の監査を充実するため、主要な関係会社の監査役とも連携し、連結経営体制の強化に取り組んでい

ます。  

監査役は、監査室と会合を持ち、内部統制システムに係る状況等その監査結果の報告を受けていま

す。また、監査役は、必要に応じて監査室に対して調査を求めます。 

  

  （4）会計監査の状況 

会計監査業務は、監査法人不二会計事務所との間で監査契約を締結し、同法人が監査を実施してい

ます。監査業務を執行した会計監査人は、利根川宣保（継続監査年数10年）、川本弘文（継続監査年

数２年）であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補１名です。  

会計監査人は、監査役と年間監査計画を確認し、監査結果の報告などを通じ、情報、意見交換を行

い、連携を図っています。 

さらに監査役は、会計監査人と監査結果の報告や定期的な会合等により意見交換を行い、会計監査

人との連携を図ります。監査役は、必要に応じて会計監査人の監査に立ち会うほか、監査の実施経過

の報告を受けています。 

  

  （5）社外取締役及び社外監査役との関係 

   会社と社外監査役２名の間には、現在特別な利害関係はありません。 

  

２．リスク管理体制等の状況 

当社は国内外を市場とし多くの商材及び取引先を有する多様な営業活動を展開する性格上、リスク

も広範かつ多岐にわたっております。  

従いまして、当社としましては、コンプライアンスを含めたリスクの管理は、企業存立の最低限の

義務との経営方針で取り組んでおりますが、さらにこの方針を徹底するために、総務担当役員を委員

長とした「コンプライアンス委員会」を設置し遵法経営の推進を図るとともに、輸出については「安

全保障貿易管理委員会」、債権保全については「債権審議委員会」等により、専門的立場から当社及

び当社グループのリスク管理の徹底と定着を図っております。  

また、当社は平成17年4月に施行された個人情報保護法に対応し、個人情報保護方針の策定とそれ

に基づく規程の整備を図るとともに、各種個人情報の取り扱いの重要性を全社員に徹底するなど個人

情報保護体制の整備に努めております。 

  



 ３．役員報酬の内容 

   当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

    取締役に支払った報酬 159百万円 

    監査役に支払った報酬  41 〃 

       合計      200 〃  

(注) １ 取締役に支払った報酬には、退職慰労金48百万円が含まれております。  

２ 使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）43百万円は含まれておりません。  

３ 当事業年度中の退任取締役の報酬を含んでおります。 

  

 ４．監査報酬の内容 

当事業年度における当社が監査法人不二会計事務所と締結した監査契約に基づく報酬の内容は以下

のとおりであります。 

     公認会計士法(昭和23年法律第103号) 

   第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 29百万円 

   上記以外の報酬            － 〃 

      合計                        29 〃 
  
  

コーポレート・ガバナンスの体制図 

  

 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月

31日まで)及び前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

１月１日から平成18年12月31日まで)及び当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、監査法人不二会計事務所により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,273 3,521

 ２ グループ内預け金 ※６ 1,000 3,500

 ３ 受取手形及び売掛金
※２ 
※５

37,421 42,255

 ４ たな卸資産 4,340 3,859

 ５ 繰延税金資産 230 386

 ６ 預け金 8,818 8,515

 ７ その他 ※２ 1,163 1,026

 ８ 貸倒引当金 △279 △390

   流動資産合計 56,969 81.4 62,674 84.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※３

  (1) 建物及び構築物 ※８ 2,160 2,071

  (2) 機械装置及び運搬具 223 192

  (3) 土地
※７ 
※８

3,772 3,772

  (4) その他 54 50

   有形固定資産合計 6,211 8.8 6,086 8.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 13 35

  (2) 借地権 147 147

  (3) その他 52 46

   無形固定資産合計 213 0.3 229 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※４ 
※８

5,301 4,353

  (2) 長期貸付金 336 157

  (3) 繰延税金資産 － 43

  (4) その他 ※４ 1,031 1,090

  (5) 貸倒引当金 △37 △82

   投資その他の資産合計 6,631 9.5 5,561 7.4

   固定資産合計 13,057 18.6 11,877 15.9

   資産合計 70,026 100.0 74,552 100.0



前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※５ 
※８

39,858 44,845

 ２ 短期借入金 ※８ 7,060 4,025

 ３ 未払法人税等 250 785

 ４ 賞与引当金 130 141

 ５ その他 2,329 1,474

   流動負債合計 49,629 70.9 51,271 68.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 － 3,000

 ２ 退職給付引当金 1,256 1,250

 ３ 預り保証金 ※８ 2,980 2,804

 ４ 繰延税金負債 608 487

 ５ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※７ 39 39

 ６ 連結調整勘定 43 32

 ７ その他 128 116

   固定負債合計 5,056 7.2 7,730 10.3

   負債合計 54,686 78.1 59,002 79.1

(少数株主持分)

   少数株主持分 － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 8,021 11.4 － －

Ⅱ 資本剰余金 0 0.0 － －

Ⅲ 利益剰余金 5,499 7.9 － －

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 58 0.1 － －

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,765 2.5 － －

Ⅵ 為替換算調整勘定 25 0.0 － －

Ⅶ 自己株式 ※９ △30 △0.0 － －

   資本合計 15,340 21.9 － －

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

70,026 100.0 － －



 
  

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － 8,021

 ２ 資本剰余金 － 1

 ３ 利益剰余金 － 5,945

 ４ 自己株式 － △38

   株主資本合計 － － 13,929 18.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

－ 1,537

 ２ 繰延ヘッジ損益 － 2

 ３ 土地再評価差額金 ※７ － 58

 ４ 為替換算調整勘定 － 21

   評価・換算差額等合計 － － 1,620 2.2

   純資産合計 － － 15,549 20.9

   負債純資産合計 － － 74,552 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 137,367 100.0 157,319 100.0

Ⅱ 売上原価 129,415 94.2 148,708 94.5

   売上総利益 7,951 5.8 8,611 5.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 販売費 945 1,080

 ２ 一般管理費 5,295 6,240 4.5 5,382 6,462 4.1

   営業利益 1,710 1.3 2,148 1.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 84 64

 ２ 受取配当金 49 54

 ３ 連結調整勘定償却額 10 10

 ４ その他 61 206 0.1 35 164 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 110 118

 ２ 受取手形売却損 78 83

 ３ 社債発行費 － 35

 ４ その他 37 227 0.2 72 310 0.2

   経常利益 1,690 1.2 2,002 1.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 445 101

 ２ 貸倒引当金戻入額 2 1

 ３ 事務所立退補償金 － 120

 ４ その他 51 500 0.3 16 239 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 32 14

 ２ 固定資産売却除却損 ※２ 8 83

 ３ 子会社整理処分損 516 －

 ４ 投資有価証券評価損 － 153

 ５ ゴルフ会員権評価損 0 －

 ６ 長期貸付金放棄損 － 120

 ７ 貸倒引当金繰入額 － 104

 ８ 特別退職金 1 10

 ９ 退職給付会計基準変更時 
   差異償却額

131 －

 10 その他 174 866 0.6 139 625 0.4

   税金等調整前 
   当期純利益

1,324 0.9 1,617 1.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

476 885

   法人税等調整額 △ 13 463 0.3 △ 164 721 0.4

   当期純利益 861 0.6 895 0.6



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

 (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 0

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 0

 (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,822

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 861

 ２ 連結子会社増加による
153 1,014

   利益剰余金増加高

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 337 337

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,499



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(百万円) 8,021 0 5,499 △30 13,491

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △450 △450

 当期純利益 895 895

 自己株式の取得 △8 △8

 自己株式の処分 0 0 0

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ 0 445 △7 438

平成18年12月31日残高(百万円) 8,021 1 5,945 △38 13,929

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,765 － 58 25 1,849 15,340

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △450

 当期純利益 895

 自己株式の取得 △8

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△228 2 － △3 △229 △229

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△228 2 － △3 △229 209

平成18年12月31日残高(百万円) 1,537 2 58 21 1,620 15,549



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 1,324 1,617

 ２ 減価償却費 346 277

 ３ 連結調整勘定償却額 △10 △10

 ４ 退職給付引当金増減額(減少は△) 54 △6

 ５ 役員退職慰労引当金の増減額(減少は△) △129 －

 ６ 貸倒引当金の増減額(減少は△) △2 104

 ７ 受取利息及び受取配当金 △134 △118

 ８ 支払利息 110 118

 ９ 為替差損 4 17

 10 長期貸付金放棄損 － 120

 11 子会社整理処分損 516 －

 12 有形固定資産売却除却損 8 83

 13 投資有価証券売却益 △445 △101

 14 投資有価証券ゴルフ会員権評価損 0 153

 15 ゴルフ会員権売却益 △12 －

 16 売上債権の増減額(増加は△） △2,275 △4,816

 17 たな卸資産の増減額（増加は△） △161 485

 18 仕入債務の増減額（減少は△） 2,127 4,940

 19 その他 487 △778

    小計 1,812 2,085

 20 利息及び配当金の受取額 134 118

 21 利息の支払額 △114 △106

 22 法人税等の支払額 △686 △346

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,144 1,751

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △28 △52

 ２ 定期預金の払戻による収入 33 6

 ３ 預け金の純増減額（増加は△） △39 302

 ４ 有形固定資産等の取得による支出 △319 △209

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △29 △92

 ６ 投資有価証券等の売却による収入 568 641

 ７ 子会社株式の取得による支出 － △28

 ８ 貸付けによる支出 △19 △24

 ９ 貸付金の回収による収入 173 71

 10 その他 △83 △175

   投資活動によるキャッシュ・フロー 253 437

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金純増減額（減少は△） △759 △3,035

 ２ 社債の発行による収入 － 3,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △11 －

 ４ 自己株式の取得・売却による純支出 △9 △7

 ５ 配当金の支払額 △337 △450

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,117 △493

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 6

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△) 277 1,701

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,794 5,245

Ⅶ 新規連結、連結除外に伴う
174 －

  現金及び現金同等物の増減額（減少は△）

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,245 6,946



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ７社

   連結子会社名は、第１企業の概

況 ４ 関係会社の状況に記載し

ているので省略しました。

   前連結会計年度まで持分法非適

用の非連結子会社でありました大

利両毛アグリ㈱、興産ビルサービ

ス㈱、㈱ゆーらむ、昭光通商(上

海)(有公司)を、重要性の観点か

ら新たに連結の範囲に含めており

ます。また、持分法非適用の関連

会社でありましたコスモ化成工業

㈱は、当連結会計年度中に持分が

増加し子会社となりましたため、

新たに連結の範囲に含めておりま

す。連結子会社クリスタルスペシ

ャリティーズ㈱は、昭和電工㈱に

所有全株式を譲渡したため、連結

の範囲から除外しております。

(1)連結子会社の数 7社

   連結子会社名は、第１企業の概

況 ４ 関係会社の状況に記載し

ているので省略しました。

  

(2)非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社の名称

   協三軽金属㈲ 

 ショウコウアメリカ㈱

(2)非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社の名称

   協三軽金属㈱ 

 ショウコウアメリカ㈱ 

 ㈲ゼット・ティー・エム

   当連結会計年度中に、協三軽金

属㈲は組織変更し協三軽金属㈱に

なり、新たに㈲ゼット・ティー・

エムが非連結子会社になりまし

た。   

(3)非連結子会社について連結の範囲 

から除いた理由

   非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、総資産、売上高・

当期純損益及び利益剰余金(持分

に見合う額)等の合計額はいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。

(3)非連結子会社について連結の範囲 

から除いた理由

    同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1)持分法適用の非連結子会社の数

０社

(1)持分法適用の非連結子会社の数

０社

(2)持分法適用の関連会社の数

０社

(2)持分法適用の関連会社の数

０社



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(3)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち、主要な会社

等の名称

  主要な非連結子会社の名称

   協三軽金属㈲ 

 ショウコウアメリカ㈱

(3)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち、主要な会社

等の名称

  主要な非連結子会社の名称  

 協三軽金属㈱ 

 ショウコウアメリカ㈱ 

 ㈲ゼット・ティー・エム

  主要な関連会社の名称 

 ㈱サンジュニア 

 ㈱マルミヤ産業

  主要な関連会社の名称 

 ㈱サンジュニア 

 ㈱ケミコジャパン

   当連結会計年度中に新たに㈱ケ

ミコジャパンが持分法非適用の関

連会社になりました。  

 前連結会計年度まで持分法非適

用の関連会社でありました㈱マル

ミヤ産業は、当連結会計年度中に

関連会社でなくなりましたため、

持分法非適用の関連会社から除外

しております。

(4)非連結子会社及び関連会社につい

て持分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない非連結

子会社４社及び関連会社５社につ

いては、当期純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等の合計額が

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、持分法の適用か

ら除外しております。

(4)非連結子会社及び関連会社につい

て持分法を適用しない理由 

 持分法を適用していない非連結

子会社５社及び関連会社５社につ

いては、当期純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等の合計額が

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、持分法の適用か

ら除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社の決算日はいずれも12
  月31日であります。

  同左
 

４ 会計処理基準に関する事

項
 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
  その他有価証券
   時価のあるもの
   決算日の市場価格等に基づく時

価法
   (評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均
法により算定)

   時価のないもの
   移動平均法による原価法

①有価証券の評価基準及び評価方法
  その他有価証券
   時価のあるもの
   決算日の市場価格等に基づく時

価法
   (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平
均法により算定)

   時価のないもの
    同左

②デリバティブ取引の評価基準及び評
価方法

         ……時価法

②デリバティブ取引の評価基準及び評
価方法

    同左
③たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、
原材料、仕掛
品、貯蔵品

……主として移動
  平均法による 
  原価法

販 売 用不 動
産、仕掛不動
産

……個別法による
  原価法

③たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、
原材料、仕掛
品、貯蔵品

……同左

販売用不動
産、仕掛不動
産

……同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①有形固定資産
   主として定率法による減価償却
を実施しております。又、平成10
年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く)について
は、定額法で減価償却を実施して
おります。

   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。

  建物及び構築物  ７年～50年
  機械装置     ３年～13年

①有形固定資産
  同左

②無形固定資産
   定額法による減価償却を実施し
ております。ただし、自社利用の
ソフトウェアについては社内にお
ける利用可能期間(５年)に基づく
定額法を採用しております。

②無形固定資産
  同左

③長期前払費用
   定額法による減価償却を実施し
ております。

③長期前払費用
  同左

 (3) 重要な繰延資産の処理
方法

――――― 社債発行費については支払時に全
額費用として処理しております。

 (4) 重要な引当金の計上基
準

①貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備え
るため一般債権については、貸倒
実績率(法人税法の法定繰入率が
貸倒実績率を超える場合には法定
繰入率)によって計上し、貸倒懸
念債権等については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

①貸倒引当金
  同左

②賞与引当金
   従業員に対して支給する賞与の
支払に充てるため、将来の支給見
込額に基づき、当連結会計年度に
帰属する額を計上しております。

②賞与引当金
  同左

③退職給付引当金 
 従業員の退職により支給する退
職給付に充てるために、当連結会
計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当
連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上してお
ります。なお、会計基準変更時差
異658百万円については５年によ
る按分額を費用処理しておりま
す。 
 数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(10年)に
よる按分額を翌連結会計年度から
費用処理することとしておりま
す。

③退職給付引当金 
 従業員の退職により支給する退
職給付に充てるために、当連結会
計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当
連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上してお
ります。 
 数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）
による按分額を翌連結会計年度か
ら費用処理することとしておりま
す。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

   同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっておりま

す。為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務等については、

振当処理を行っております。

① ヘッジ会計の方法 

   同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約取引 

  ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左

③ ヘッジ方針

   リスクヘッジ取引は「貿易管理

規程」及び「外国為替予約実施要

領」等の内部規程に基づき、為替

変動リスクのヘッジを目的に外国

為替取引を利用しております。

③ ヘッジ方針 

   同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を比

較して有効性の判断を行っており

ます。

④ ヘッジの有効性評価の方法 

   同左

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用しております。

 消費税等の会計処理 

   同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項
 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は部分時価評価法によっておりま

す。

   同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却につきまして

は、発生日以降5年間で均等償却して

おります。

   同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

―――――
        

 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

なお、昭和電工グループ内の資金であ

るCMS(キャッシュ・マネジメント・シ

ステム）への預け金を「グループ内預

け金」として現金同等物に含めており

ます。

   同左



(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

 
  

  

(追加情報) 

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

―――――
 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これに伴う損益に与える影響はありませ

ん。従来の資本の部の合計に相当する金額は

15,546百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

役員退職慰
労引当金

 従来より役員退職慰労金の支出に備えるた

め役員退職慰労引当金を設定し、内規（取締

役および監査役退職慰労金基準）に基づく基

準額を計上しておりましたが、平成17年３月

30日の第85回定時株主総会の日をもって、同

内規を廃止したため、株主総会後、当期在任

取締役及び監査役の役員退職慰労引当金の残

高を固定負債の「その他」に記載しておりま

す。

―――――
 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

 １ 偶発債務

 

 銀行借入及び手形割引並びに営業取
引に対し保証を行っております。

㈱サンジュニア 88百万円

㈱マルミヤ産業 39 〃

㈲サン・クローバー 0 〃

計 128 〃

 銀行借入及び手形割引並びに営業取
引に対し保証を行っております。

㈲ゼット・ティー・

エム
895百万円

㈱サンジュニア    69 〃

㈱マルミヤ産業     36 〃

㈲サン・クローバー      1 〃

計  1,002  〃 

※２ 受取手形割引高及び裏
書譲渡高並びに債権の
流動化

受取手形割引高      1百万円 
受取手形裏書譲渡高  8,836百万円
受取手形及び売掛金の流動化に伴う譲
渡高        6,897百万円
 なお、資金化していない部分405百
万円は流動資産の「その他」に計上し
ております。

受取手形裏書譲渡高  8,587百万円
受取手形及び売掛金の流動化に伴う譲
渡高        8,029百万円
 なお、資金化していない部分475百
万円は流動資産の「その他」に計上し
ております。

※３ 有形固定資産の減価償
却累計額

4,658百万円 4,693百万円

※４ 非連結子会社及び 
関連会社項目

 各科目に含まれている、非連結子会
社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 24百万円

投資その他の資産その
他(出資金)

57 〃

 各科目に含まれている、非連結子会
社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 66百万円

投資その他の資産その
他(出資金)

48 〃

 なお、有限会社に対する出資につき
ましては、従来「投資その他の資産」
の「その他」に計上しておりました
が、会社法の施行により、当連結会計
年度より「投資有価証券」に計上して
おります。

※５ 連結会計年度末日  
満期手形の会計処理

 連結会計年度末日満期手形の会計処
理は、手形交換日をもって決済してお
ります。 
 したがって当連結会計年度末日は銀
行休業日のため、次のとおり当連結会
計年度末日満期手形が含まれておりま
す。 
受取手形        849百万円 
支払手形       1,333 〃

 連結会計年度末日満期手形の会計処
理は、手形交換日をもって決済してお
ります。 
 したがって当連結会計年度末日は銀
行休業日のため、次のとおり当連結会
計年度末日満期手形が含まれておりま
す。
受取手形       753百万円 
支払手形      1,292 〃

※６ グループ内預け金  グループ内預け金は、昭和電工㈱の
子会社である昭和ファイナンス㈱に対
する預け金であり、昭和電工グループ
内の資金を一元管理して効率活用する
ことを目的としております。

  同左



 
  

前連結会計年度
(平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(平成18年12月31日)

 ※７ 土地の再評価

 

 当社は、土地の再評価に関する法律
(平成10年３月31日公布法律第34号)に
基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金
額を「土地再評価差額金」として資本
の部に計上しております。
再評価を行った

年月日
平成12年12月31日

再評価前の 

帳簿価額
3,310百万円

再評価後の 

帳簿価額
3,408百万円

再評価の方法  
 土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日公布政令第119号)
第２条第５号によるところの鑑定評価
額により算定しております。  
 再評価を行った土地の当連結会計年
度末における時価と再評価後の帳簿価
額との差額

1,284百万円

 

 当社は、土地の再評価に関する法律
(平成10年３月31日公布法律第34号)に
基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金
額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
再評価を行った

年月日
平成12年12月31日

再評価前の 

帳簿価額
3,310百万円

再評価後の 

帳簿価額
3,408百万円

 再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日公布政令第119号)
第２条第５号によるところの鑑定評価
額により算定しております。 
 再評価を行った土地の当連結会計年
度末における時価と再評価後の帳簿価
額との差額

1,311百万円

※８ 担保に供している資産 担保に供している資産

建物(簿価) 1,298百万円

土地(簿価) 2,171 〃

投資有価証券(簿価) 949 〃

合計 4,419 〃

担保に供している資産

建物(簿価) 1,035百万円

土地(簿価) 1,874 〃

投資有価証券(簿価) 878 〃

合計 3,788 〃

上記に対する債務

支払手形及び買掛金 535百万円

短期借入金(一年以

内返済長期借入金）
1 〃

預り保証金 1,488 〃

合計 2,025 〃

 

上記に対する債務

支払手形及び買掛金 704百万円

預り保証金 1,318 〃

合計 2,022 〃

※９ 自己株式の保有数

 

 連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 197,008株

 尚、当社の発行済株式総数は、普通

株式112,714,687株であります。

―――――

 

 

  10 コミットメントライン 
    契約

 運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行3行と貸出コミットメント契約
を締結しております。この契約に基づ
く当連結会計年度末の借入金未実行残
高は次のとおりであります。
コミットメントラ

イン契約の総額
2,000百万円

借入実行額 － 〃

差引額 2,000 〃

   同左

コミットメントラ

イン契約の総額
2,000百万円

借入実行額 － 〃

差引額 2,000 〃



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費

のうち主要な費用及び

金額は次のとおりであ

ります。

 販売費及び一般管理費

運賃諸掛 458百万円

保管料 105 〃

貸倒損失 42 〃

役員報酬 274 〃

給与手当・賞与 2,522 〃

退職給付費用 190 〃

役員退職慰労引当金
繰入額

17 〃

福利厚生費 419 〃

旅費交通費 330 〃

賃借料 523 〃

減価償却費 165 〃

 

 販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 65百万円

給与手当・賞与 2,551 〃

退職給付引当金
繰入額

162 〃

 上記以外の費目は、その金額が販売

費及び一般管理費の合計額の百分の十

以下でありますので、記載を省略して

おります。

※２ 固定資産売却除却損  内訳は次のとおりであります。

機械装置  3百万円

工具器具備品他 5 〃

計 8 〃

 内訳は次のとおりであります。

建物 72百万円

工具器具備品他 10 〃

計 83 〃

  ３ 減損に当たっての資産 
    グルーピングの方法

 当社及び連結子会社の資産グルーピ

ングは、賃貸用不動産においては個別

物件単位で、事業資産においては管理

会計上の区分としております。

同左



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

（１）当連結会計年度増加株式数は、単元未満株式の取得によるものであります。 

（２）当連結会計年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求による売却であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

区 分
前連結会計年度末  
株式数（株）

当連結会計年度  
増加株式数（株）

当連結会計年度  
減少株式数（株）

当連結会計年度末  
株式数（株）

発行済株式の種類

普通株式 112,714,687 － － 112,714,687 

自己株式の種類

普通株式 197,008 36,586 4,017 229,577 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年３月30日 
定時株主総会

普通株式 225 2 平成17年12月31日 平成18年３月31日

平成18年８月８日 
取締役会

普通株式 225 2 平成18年６月30日 平成18年９月４日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 224 2 平成18年12月31日 平成19年３月30日

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 4,273百万円

 グループ内預け金勘定 1,000百万円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △28百万円

 現金及び現金同等物 5,245百万円

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 3,521百万円

 グループ内預け金勘定 3,500百万円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △74百万円

 現金及び現金同等物 6,946百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

1,846 796 2,643 

減価償却累
計額相当額

941 274 1,216 

期末残高 
相当額

904 522 1,427 

 

機械装置
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

1,890 681 2,571

減価償却累
計額相当額

1,147 293 1,440

期末残高
相当額

743 387 1,131

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 393百万円

１年超 1,124百万円

合計 1,518百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 390百万円

１年超 821百万円

合計 1,212百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 461百万円

減価償却費相当額 413百万円

支払利息相当額 39百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 421百万円

減価償却費相当額 381百万円

支払利息相当額 32百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法により、算定しております。

  ・利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 8百万円

１年超 28百万円

合計 36百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 9百万円

１年超 23百万円

合計 33百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合に 

  は全て減損処理を行い、30％以上50％未満に下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮 

  して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

   なお、当連結会計年度末日において該当はありません。 

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 ①株式 1,430 4,417 2,987

小計 1,430 4,417 2,987

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 ①株式 100 90 △10

小計 100 90 △10

合計 1,530 4,508 2,977

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

768

合計 768

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

548 445 －



当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合に 

  は全て減損処理を行い、30％以上50％未満に下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮

  して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

   なお、当連結会計年度末日において該当はありません。 

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 ①株式 853 3,479 2,626

小計 853 3,479 2,626

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 ①株式 197 162 △34

小計 197 162 △34

合計 1,050 3,641 2,591

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

648

合計 648

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

641 101 0



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（１） 取引の内容及び利用目的

  当社は通常の営業取引から生じる外貨建営業債権債

務に係る為替相場の変動によるリスクを回避する目的

で先物為替予約取引を利用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ取引を行

い、ヘッジ会計を適用しております。

 ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっております。為替予約等

が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。

（１） 取引の内容及び利用目的

        同左 

 

 

   

 

  ① ヘッジ会計の方法

     同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段…為替予約取引

    ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

 ③ ヘッジ方針

    リスクヘッジ取引は「貿易管理規程」及び「外

国為替予約実施要領」等の内部規程に基づき、為

替変動リスクのヘッジを目的に外国為替取引を利

用しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変

動額の累計額を比較して有効性の判断を行ってお

ります。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

 ③ ヘッジ方針

     同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

     同左

（２） 取引に対する取組方針

  当社は投機目的のために単独でデリバティブ取引を

利用しない方針であります。

  先物為替予約取引については、通常の輸出入取引か

ら生じる外貨建債権債務の決済において必要とされる

範囲内で取引を利用しております。

（２） 取引に対する取組方針

 

     同左

（３） 取引に係るリスクの内容

  当社の利用している先物為替予約取引は、為替相場

の変動によるリスクを有しております。

  デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融機

関であるため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。

（３） 取引に係るリスクの内容

     同左

 



次へ 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年12月31日現在) 

 該当事項はありません。 

  なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から  

 除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年12月31日現在)   

 該当事項はありません。 

  なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から  

 除いております。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（４） 取引に係るリスク管理体制

  先物為替予約取引は、各営業取引部門の依頼に基づ

き経営企画部貿易推進室で実行管理しており、その内

容を定期的に担当役員に報告しております。

（４） 取引に係るリスク管理体制

  
   同左

（５） 取引の時価等に関する事項についての補足説明

  先物為替予約取引について「取引の時価等に関する

事項」における「契約額等」は、その金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの量を示すものではありませ

ん。

（５） 取引の時価等に関する事項についての補足説明

  

    同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び一時金制度を設けており

ます。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △2,084百万円

年金資産 592 〃

未積立退職給付債務 △1,492 〃

未認識数理計算上の差異 235 〃

退職給付引当金 △1,256 〃

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △2,062百万円

年金資産 623 〃

未積立退職給付債務 △1,439 〃

未認識数理計算上の差異 189 〃

退職給付引当金 △1,250 〃

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 314百万円

勤務費用 86 〃

利息費用 51 〃

期待運用収益 － 〃

会計基準変更時差異の費用処理額 131 〃

数理計算上の差異の費用処理額 44 〃
 

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 162百万円

勤務費用 85 〃

利息費用 49 〃

期待運用収益 △10 〃

数理計算上の差異の費用処理額 37 〃

(注)上記退職給付費用以外に、早期退職に伴う割増退職

金等は特別損失に計上しております。

                      1百万円

(注)上記退職給付費用以外に、早期退職に伴う割増退職

金等は特別損失に計上しております。

                     10百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

割引率 2.50％

期待運用収益率 0.00％

数理計算上の差異の処理年数 10年

会計基準変更時差異の処理年数 5年
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

割引率 2.50％

期待運用収益率 2.00％

数理計算上の差異の処理年数 10年

  なお、連結子会社は、退職給付債務等の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

  なお、連結子会社は、退職給付債務等の算定にあた

り、簡便法を採用しております。



(税効果会計関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

  

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 94百万円

たな卸資産評価損否認額 41 〃

賞与引当金否認額 53 〃

未払事業税等否認額 29 〃

退職給付引当金損金算入限度超過額 492 〃

ゴルフ会員権評価損否認額 42 〃

関係会社繰越欠損金 25 〃

その他 79 〃

小計 859 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 143百万円

たな卸資産評価損否認額 54 〃

賞与引当金否認額 57 〃

未払事業税等否認額 59 〃

退職給付引当金損金算入限度超過額 505 〃

ゴルフ会員権評価損否認額 41 〃

関係会社繰越欠損金 35 〃

その他 131 〃

小計 1,028 〃

評価性引当金 △25百万円

繰延税金資産合計 833 〃

評価性引当金 △30百万円

繰延税金資産合計 998 〃

 繰延税金負債  繰延税金負債

 

その他有価証券評価差額金 1,211百万円

繰延税金負債合計 1,211 〃

繰延税金資産の純額 △377 〃

繰延ヘッジ損益 1百万円

その他有価証券評価差額金 1,054  〃 

繰延税金負債合計 1,056 〃

繰延税金資産の純額 △58  〃

 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 230百万円

固定負債―繰延税金負債    608 〃

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 386百万円

固定資産―繰延税金資産     43  〃 

固定負債―繰延税金負債      487  〃

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

  （調整）

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

5.8％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.7％

欠損金子会社の未認識税務利益 0.3％

住民税均等割額 1.0％

連結子会社除外に伴う差異 △12.8％

その他 0.7％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

35.0％

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

  （調整）

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.4％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.6％

住民税均等割額 0.8％

その他 0.3％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

44.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、商品の種類、販売市場の類似性を考慮して行っております。 

２ 各事業区分の主要商品 

 
３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた共有営業費用の金額は440百万円であり、その主なものは特定

のセグメントに属させられない株式関連費用、システム関連費用等であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、203億37百万円であり、その主なものは、余資

運用資金(現金及び預金、グループ内預け金及び預け金)及び、管理部門に係る資産等であります。 

  

化学品 
事業

(百万円)

合成樹脂 
事業

(百万円)

金属事業

(百万円)

物資建材
事業

(百万円)

電子材料
その他 
事業 
(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高

27,114 38,325 46,007 14,325 11,595 137,367 － 137,367

 (2) セグメント間の 
   売上高

6 19 － 2 165 193 (193) －

計 27,121 38,344 46,007 14,328 11,760 137,561 (193) 137,367

  営業費用 26,695 37,960 45,445 14,209 11,098 135,410 246 135,656

  営業利益 425 383 561 118 661 2,151 (440) 1,710

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 9,422 12,901 12,704 4,617 10,124 49,769 20,256 70,026

  減価償却費 21 68 21 30 169 311 35 346

  資本的支出 1 19 － 0 261 283 36 319

事業区分 主要商品

化学品 有機・無機化学品、石油製品、肥料等

合成樹脂 合成樹脂原料、製品等

金属 アルミ地金、軽圧品、セラミックス、炭素、レアメタル等

物資建材 物資、建材、機械、ポール等

電子材料その他 電子材料、精密機器、不動産、保険等



  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、商品の種類、販売市場の類似性を考慮して行っております。 

２ 各事業区分の主要商品 

 
３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた共有営業費用の金額は319百万円であり、その主なものは特定

のセグメントに属させられない株式関連費用、システム関連費用等であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、212億2百万円であり、その主なものは、余資運

用資金(現金及び預金、グループ内預け金及び預け金)及び、管理部門に係る資産等であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％超のため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のた

め、海外売上高の記載を省略しております。 

  

化学品 
事業

(百万円)

合成樹脂 
事業

(百万円)

金属事業

(百万円)

物資建材
事業

(百万円)

電子材料
その他 
事業 
(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高

28,397 48,727 52,295 15,607 12,291 157,319 － 157,319

 (2) セグメント間の 
   売上高

22 25 － 0 147 195 (195) －

計 28,419 48,753 52,295 15,608 12,438 157,515 (195) 157,319

  営業費用 28,217 48,284 51,612 15,442 11,490 155,047 123 155,171

  営業利益 201 468 683 166 947 2,467 (319) 2,148

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 9,207 15,268 14,385 5,556 9,246 53,664 20,887 74,552

  減価償却費 21 52 0 21 144 240 37 277

  資本的支出 22 12 2 － 31 67 141 209

事業区分 主要商品

化学品 有機・無機化学品、石油製品、肥料等

合成樹脂 合成樹脂原料、製品等

金属 アルミ地金、軽圧品、セラミックス、炭素、レアメタル等

物資建材 物資、建材、機械、ポール等

電子材料その他 電子材料、精密機器、不動産、保険、総合人材ビジネス等



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

昭和電工㈱の当社に対する商品販売及び当社からの商品購入価格は、取引の都度決定しており、市場の

実勢価格を基準にしております。 

 また、回収支払条件については、一般の回収支払条件に準じております。 

  

２ 子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

子会社及び関連会社の当社に対する商品等販売及び当社からの商品等購入価格は、取引の都度決定して

おり、市場の実勢価格を基準にしております。 

 また、回収支払条件については、一般の回収支払条件に準じております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
昭和電工
㈱

東京都 
港区

110,451

オ レ フ ィ
ン、有機化
学 品、炭
素・金 属、
ガス・化成
品、アルミ
ニウム、フ
ァインセラ
ミックス、
エレクトロ
ニクス等各
種製品の製
造及び販売

（被所有）

直接
42.4

間接
1.4

なし

化学品、
合 成 樹
脂、金
属、電 子
材料等の
売買

営業取引 
化学品、合
成樹脂、金
属、電子材
料等の売上

5,863 売掛金 2,350

営業取引 
同上の仕入

34,383
支払手形 
及び買掛
金

8,694

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

子会社
協三軽金
属㈲

東京都 
港区

3
アルミスペ
ーサーの製
造及び販売

（所有） 
直接 
100.0

兼任 
１

アルミス
ペーサー
の売買

アルミスペ
ーサー材料
の売上

331 売掛金 79

製品の仕入 442 買掛金 40

〃
ショウコ
ウアメリ
カ㈱

米 国 
コロラ
ド州コ
ロラド
スプリ
ングス

300,000 

米ドル

ショウデッ
クス製品の
販売、科学
システム機
器商材の開
発、エレク
トロニクス
材料の輸出
入

（所有） 
直接 
100.0

兼任 
１

ショウデ
ックス製
品等の売
買

ショウデッ
クス製品等
の販売

273 売掛金 42

同上の仕入 1 買掛金 －

関連会
社

大阪化工
紙工業㈱

大阪府 
大阪市 
福島区

10
ポリエチレ
ン製品の販
売

（所有） 
直接 
20.0

―
ポリエチ
レン原料
の売買

ポリエチレ
ン原料の販
売

81 売掛金 20

〃
関西緑化
資材㈱

大阪府 
堺市堺
区

10
肥料、農薬
ゴルフ場向
資材の販売

（所有） 
直接 
30.0

兼任 
１

肥料等の
売上

肥料等の売
上

27
受取手形
及び売掛
金

13

〃
㈱サンジ
ュニア

長野県 
須坂市

20

ソーラーシ
ステムの製
造、工事及
び販売

（所有）
直接
30.0

兼任 
１

ソーラー
システム
の販売

ソーラーシ
ステムの売
上

465
受取手形
及び売掛
金

263

〃
㈱マルミ
ヤ産業

東京都
葛飾区

12

包装資材の
印刷、ラミ
ネート製袋
の加工及び
販売

（所有） 
直接 
16.7

兼任 
2

包装資材
の売買

包装資材の
販売

549
受取手形
及び売掛
金

287

同上の仕入 62
支払手形
及び買掛
金

29



３ 兄弟会社等 

  

 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社からの商品購入価格及び当社に対する商品販売価格は、取引の都度決定しており、市場の実勢価格

を基準にしております。 

 また、回収支払条件については、一般の回収、支払条件に準じております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
の子会
社

昭和アル
ミニウム
缶㈱

東京都 
港区

2,160

飲料用アル
ミニウム缶
の製造及び
販売

なし なし
アルミス
クラップ
等の売買

アルミ地金
の販売

5,984 売掛金 2,863

アルミスク
ラップの仕
入

937 買掛金 76

〃
昭和軽合
金㈱

千葉県 
市原市

100
アルミニウ
ム合金の製
造及び販売

なし なし
アルミ地
金合金の
売買

アルミスク
ラップの販
売

503 売掛金 71

アルミ地金
の仕入

2,880 買掛金 1,336

〃
昭和高分
子㈱

東京都 
千代田 
区

10,950

合成樹脂及
びその二次
製品の製造
及び販売

(所有) 
直接 
2.2 

(被所有) 
直接 
0.9

なし
有機化学
品の売買

有機化学品
の販売

1,935 売掛金 1,075

樹脂接着剤
の仕入

2,288 買掛金 1,022

〃
昭和電工
建材㈱

東京都 
港区

250

建築・土木
資材の製造
及び販売、
ビル及び住
宅の建築工
事

なし なし
外壁材等
の売買

外壁材等材
料の販売

302 売掛金 155

外壁材等製
品の仕入

5,029 買掛金 2,116

〃
昭和ファ
イナンス
㈱

東京都 
港区

1,230

ファクタリ
ング及び金
銭の貸付・
預り等

なし なし

ファクタ
リング及
び資金の
預け入

資金の預け
入

－

グループ
内 預 け
金・預 け
金

9,818

買掛債務の
ファクタリ
ング

－ 買掛金 4,658

親会社
の関連
会社

サンアロ
マー㈱

東京都 
品川区

6,200
ポリプロピ
レンの製造
及び販売

なし なし
合成樹脂
関連の売
買

樹脂添加材
の販売

346 売掛金 174

合成樹脂の
仕入

6,450 買掛金 1,125

〃
日本ポリ
エチレン
㈱

東京都 
港区

7,500
合成樹脂の
製造及び販
売

なし なし
合成樹脂
関連の売
買

合成樹脂原
料等の販売

4 売掛金 2

合成樹脂の
仕入

17,707 買掛金 3,359



当連結会計年度(自平成18年１月１日 至平成18年12月31日) 

取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

昭和電工㈱の当社に対する商品販売及び当社からの商品購入価格は、取引の都度決定しており、市場の

実勢価格を基準にしております。 

 また、回収支払条件については、一般の回収支払条件に準じております。 
  

２ 子会社等 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
昭和電工
㈱

東京都 
港区

110,824

オ レ フ ィ
ン、有機化
学 品、炭
素・金 属、
ガス・化成
品、アルミ
ニウム、フ
ァインセラ
ミックス、
エレクトロ
ニクス等各
種製品の製
造及び販売

（被所有）

直接
42.5

間接
1.4

なし

化学品、
合 成 樹
脂、金
属、電 子
材料等の
売買

営業取引 
化学品、合
成樹脂、金
属、電子材
料等の売上

6,281 売掛金 2,349

営業取引 
同上の仕入

35,457  買掛金 9,898

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

子会社
協三軽金
属㈱

東京都 
港区

20
アルミスペ
ーサーの製
造及び販売

（所有） 
直接 
100.0

兼任 
１

アルミス
ペーサー
の売買

アルミスペ
ーサー材料
の売上

285 売掛金 157

製品の仕入 444 買掛金 46

〃
ショウコ
ウアメリ
カ㈱

米 国 
カリフ
ォルニ
ア州サ
ンディ
エゴ

300,000 

米ドル

ショウデッ
クス製品の
販売、科学
システム機
器商材の開
発、エレク
トロニクス
材料の輸出
入

（所有） 
直接 
100.0

なし

ショウデ
ックス製
品等の売
買

ショウデッ
クス製品等
の販売

168 売掛金 －

同上の仕入 0 買掛金 －

〃
㈲ ゼ ッ
ト・テ ィ
ー・エム

東京都 
港区

3
不動産の売
買、賃貸

（所有） 
直接 
100.0

なし
不動産の
業務受託

不動産の業
務受託収益

6 売掛金 2

債務保証 895 － －

関連会
社

大阪化工
紙工業㈱

大阪府 
大阪市 
福島区

10
ポリエチレ
ン製品の販
売

（所有） 
直接 
20.0

なし
ポリエチ
レン原料
の売買

ポリエチレ
ン原料の販
売

90 売掛金 22

〃
関西緑化
資材㈱

大阪府 
堺市堺
区

10
肥料、農薬
ゴルフ場向
資材の販売

（所有） 
直接 
30.0

なし
肥料等の
売上

肥料等の売
上

36
受取手形
及び売掛
金

18

〃
㈱サンジ
ュニア

長野県 
須坂市

20

ソーラーシ
ステムの製
造、工事及
び販売

（所有）
直接
30.0

兼任 
１

ソーラー
システム
の販売

ソーラーシ
ステムの売
上

455
受取手形
及び売掛
金

231

〃
㈱マルミ
ヤ産業

東京都
葛飾区

12

包装資材の
印刷、ラミ
ネート製袋
の加工及び
販売

（所有） 
直接 
16.7

なし
包装資材
の売買

包装資材の
販売

517
受取手形
及び売掛
金

326

同上の仕入 68
支払手形
及び買掛
金

29



（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  子会社及び関連会社の当社に対する商品等販売及び当社からの商品等購入価格は、取引の都度決定してお

り市場の実勢価格を基準にしております。また、回収支払条件については、一般の回収支払条件に準じてお

ります。 

   ２ ㈲ゼット・ティー・エムに対し債務保証を行っております。 

   ３  ㈱マルミヤ産業は平成18年12月に実質的支配関係がなくなりましたため、関連会社から除外しておりま

す。 

  

３ 兄弟会社等 

  

 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社からの商品購入価格及び当社に対する商品販売価格は、取引の都度決定しており、市場の実勢価格

を基準にしております。 

 また、回収支払条件については、一般の回収、支払条件に準じております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
の子会
社

昭和アル
ミニウム
缶㈱

東京都 
港区

2,160

飲料用アル
ミニウム缶
の製造及び
販売

なし なし
アルミス
クラップ
等の売買

アルミ地金
の販売

5,083 売掛金 2,268

アルミスク
ラップの仕
入

764 買掛金 61

〃
昭和高分
子㈱

東京都 
千代田 
区

10,950

合成樹脂及
びその二次
製品の製造
及び販売

(被所有) 
直接 
0.9

なし
有機化学
品の売買

有機化学品
の販売

2,489 売掛金 1,197

樹脂接着剤
の仕入

2,536 買掛金 1,173

〃
昭和電工
建材㈱

東京都 
港区

250

建築・土木
資材の製造
及び販売、
ビル及び住
宅の建築工
事

なし なし
外壁材等
の売買

外壁材等材
料の販売

254 売掛金 135

外壁材等製
品の仕入

5,164 買掛金 2,365

〃
昭和ファ
イナンス
㈱

東京都 
港区

1,230

ファクタリ
ング及び金
銭の貸付・
預り等

なし なし

ファクタ
リング及
び資金の
預け入

資金の預け
入

－

グループ
内 預 け
金・預 け
金

12,015

買掛債務の
ファクタリ
ング

－ 買掛金 3,685

親会社
の関連
会社

サンアロ
マー㈱

東京都 
品川区

6,200
ポリプロピ
レンの製造
及び販売

なし なし
合成樹脂
関連の売
買

樹脂添加材
の販売

315 売掛金 169

合成樹脂の
仕入

7,650 買掛金 1,285

〃
日本ポリ
エチレン
㈱

東京都 
港区

7,500
合成樹脂の
製造及び販
売

なし なし
合成樹脂
関連の売
買

合成樹脂原
料等の販売

1 売掛金 0

合成樹脂の
仕入

25,156 買掛金 5,336



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 136円34銭 138円24銭

１株当たり当期純利益 7円66銭 7円96銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

  同左

１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益

861百万円

 普通株式に係る当期純利益

861百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

 な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

112,541,704株

１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益

895百万円

 普通株式に係る当期純利益

895百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

 な内訳

  同左

 普通株式の期中平均株式数

112,503,069株



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
  
  
(注)  連結決済日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

昭光通商㈱
第1回無担保普通
社債(適格機関投
資家限定）

平成18年 
８月31日

― 3,000 2.05
 

無担保
平成23年
８月31日

合計 ― ― ― 3,000 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― ― ― 3,000

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,058 4,025 1.1 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1 ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 7,060 4,025 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,768 3,011

 ２ グループ内預け金 ※８ 1,000 3,500

 ３ 受取手形
※４ 

※6※7
12,308 13,932

 ４ 売掛金
※４ 
※６

24,978 28,272

 ５ 商品 2,076 2,179

 ６ 製品 121 155

 ７ 販売用不動産 46 17

 ８ 原材料 1 0

 ９ 仕掛品 2 3

 10 仕掛不動産 1,598 984

 11 前渡金 272 169

 12 前払費用 124 99

 13 繰延税金資産 216 371

 14 関係会社短期貸付金 415 381

 15 未収入金 ※４ 718 504

 16 預け金 8,818 8,515

 17 未収消費税等 127 165

 18 その他 29 52

 19 貸倒引当金 △276 △376

   流動資産合計 56,349 81.0 61,942 83.7

Ⅱ 固定資産

 1 有形固定資産 ※２

  (1)  建物 ※３ 1,977 1,893

  (2)  構築物 50 48

  (3)  機械装置 156 121

  (4)  車両運搬具 2 1

  (5)  工具器具備品 41 40

  (6)  土地
※３ 
※９

3,408 3,408

    有形固定資産合計 5,636 8.1 5,513 7.5



前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1)  営業権 － 23

  (2)  借地権 147 147

  (3)  ソフトウエア 30 25

  (4)  電信電話施設利用権 13 13

    無形固定資産合計 191 0.3 210 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1)  投資有価証券 ※３ 5,245 4,279

  (2)  関係会社株式 899 937

  (3)  出資金 70 63

  (4)  関係会社出資金 63 54

  (5)  長期貸付金 48 56

  (6)  従業員に対する 
     長期貸付金

29 28

  (7)  関係会社長期貸付金 246 65

  (8)  更生債権等 41 131

  (9)  長期前払費用 10 1

  (10) 差入保証金 280 294

  (11) その他 479 479

  (12) 貸倒引当金 △31 △76

    投資その他の資産合計 7,385 10.6 6,315 8.5

   固定資産合計 13,213 19.0 12,038 16.3

   資産合計 69,562 100.0 73,981 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形
※３ 

※6※7
7,232 7,318

 ２ 買掛金
※３ 
※６

32,601 37,359

 ３ 短期借入金 7,000 4,000

 ４ 一年以内に返済の 
   長期借入金

※３ 1 －

 ５ 未払金 734 275

 ６ 未払法人税等 195 752

 ７ 未払費用 65 42

 ８ 前受金 268 209

 ９ 預り金 1,184 940

 10 前受収益 9 －



 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 11 賞与引当金 117 127

 12 その他 97 72

   流動負債合計 49,509 71.2 51,099 69.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 － 3,000

 ２ 退職給付引当金 1,200 1,196

 ３ 預り保証金 ※３ 2,985 2,809

 ４ 繰延税金負債 628 479

 ５ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※９ 39 39

 ６ その他 95 75

   固定負債合計 4,950 7.1 7,600 10.3

   負債合計 54,459 78.3 58,700 79.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 8,021 11.5 － －

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 0 －

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 0 －

   資本剰余金合計 0 0.0 － －

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 864 －

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 3,000 －

 ３ 当期未処分利益 1,434 －

   利益剰余金合計 5,298 7.6 － －

Ⅳ 土地再評価差額金
※９ 
※10

58 0.1 － －

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※10 1,754 2.5 － －

Ⅵ 自己株式 ※11 △30 △0.0 － －

   資本合計 15,103 21.7 － －

   負債・資本合計 69,562 100.0 － －



 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 8,021

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 0

  (2) その他資本剰余金 ― 0

    資本剰余金合計 ― 1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 909

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 3,000

    繰越利益剰余金 ― 1,791

    利益剰余金合計 ― 5,701

 ４ 自己株式 ― △38

   株主資本合計 ― － 13,685 18.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 1,534

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 2

 ３ 土地再評価差額金 ※９ ― 58

   評価・換算差額等合計 ― － 1,595 2.2

   純資産合計 ― － 15,280 20.7

   負債純資産合計 ― － 73,981 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日)

当事業年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 ※１ 133,006 153,485

 ２ 製品売上高 ※１ 744 653

 ３ その他の営業収益 ※１ 1,259 1,126

   売上高合計 135,010 100.0 155,265 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

   期首商品たな卸高 1,488 2,122

   当期商品仕入高 ※１ 127,767 146,871

   合計 129,255 148,994

   期末商品たな卸高 2,122 127,133 2,197 146,796

 ２ 製品売上原価

   期首製品たな卸高 126 121

   当期製品製造原価 483 496

   合計 609 617

   期末製品たな卸高 121 487 155 462

 ３ その他の営業費用 ※１ 394 306

   売上原価合計 128,015 94.8 147,564 95.0

   売上総利益 6,994 5.2 7,700 5.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２

 １ 販売費 715 887

 ２ 一般管理費 4,699 5,414 4.0 4,766 5,654 3.7

   営業利益 1,580 1.2 2,046 1.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 92 67

 ２ 受取配当金 71 71

 ３ 雑収入 34 198 0.2 25 164 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 102 113

 ２ 受取手形売却損 78 83

 ３ 社債発行費 － 35

 ４ 為替差損 1 6

 ５ 雑損失 34 216 0.2 51 290 0.2

   経常利益 1,562 1.2 1,920 1.2

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 433 90

 ２ ゴルフ会員権売却益 12 －

 ３ 事務所立退補償金 － 111

 ４ その他 8 454 0.3 10 213 0.1



 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日)

当事業年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 32 8

 ２ 固定資産処分損 ※３ 7 79

 ３ 投資有価証券評価損 － 153

 ４ 子会社出資金評価損 20 －

 ５ 子会社整理処分損 485 －

 ６ ゴルフ会員権評価損 0 －

 ７ 長期貸付金放棄損 － 120

 ８ 貸倒引当金繰入額 － 93

 ９ 特別退職金 1 10

 10 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

124 －

 11 その他 52 724 0.5 135 599 0.3

   税引前当期純利益 1,292 1.0 1,533 1.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

420 835

   法人税等調整額 188 608 0.5 △154 680 0.4

   当期純利益 683 0.5 852 0.6

   前期繰越利益 936 －

   中間配当額 168 －

   中間配当に伴う 
   利益準備金積立額

16 －

   当期未処分利益 1,434 －



製造原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方法は組別総合原価計算であります。 

  

  

前事業年度
(自 平成17年１月１日  
 至 平成17年12月31日)

当事業年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 253 52.4 238 48.1

Ⅱ 労務費 40 8.4 64 13.1

Ⅲ 経費

 １ 減価償却費 7 11

 ２ その他 181 180

  経費計 189 39.2 192 38.8

  当期製造費用 483 100.0 496 100.0

  当期製品製造原価 483 496



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 平成17年６月30日現在の株主に対し、平成17年９月５日に168百万円(１株につき1円50銭)の中間配

当を実施いたしました。 

  

前事業年度
株主総会承認年月日 
(平成18年3月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

（当期未処分利益の処分）

Ⅰ 当期未処分利益 1,434

Ⅱ 利益処分額

 １ 利益準備金 23

 ２ 配当金 225 248

Ⅲ 次期繰越利益 1,186

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰその他資本剰余金

 １ 自己株式処分差益 0 0

Ⅱその他資本剰余金次期繰越額

 １ 自己株式処分差益 0 0



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(百万円) 8,021 0 0 0

事業年度中の変動額

 剰余金の配当

 当期純利益

 自己株式の処分 0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0

平成18年12月31日残高(百万円) 8,021 0 0 1

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(百万円) 864 3,000 1,434 5,298 △30 13,290

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 45 △495 △450 △450

 当期純利益 852 852 852

 自己株式の取得 △8 △8

 自己株式の処分 0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) 45 － 357 402 △7 395

平成18年12月31日残高(百万円) 909 3,000 1,791 5,701 △38 13,685

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,754 － 58 1,812 15,103

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △450

 当期純利益 852

 自己株式の取得 △8

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△220 2 － △217 △217

事業年度中の変動額合計(百万円) △220 2 － △217 177

平成18年12月31日残高(百万円) 1,534 2 58 1,595 15,280



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  (1)子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

  (2)その他有価証券

    時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく時価法

    （評価差額は全部資本直入法により処理し、 

     売却原価は移動平均法により算定）

    時価のないもの

    移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  (1)子会社株式及び関連会社株式

     同左

  (2)その他有価証券

    時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく時価法

    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、

     売却原価は移動平均法により算定）

    時価のないもの

     同左

２ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

   時価法

２ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

     同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1)商品・製品・原材料・仕掛品 

    移動平均法による原価法 

  (2)販売用不動産・仕掛不動産 

    個別法による原価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1)商品・製品・原材料・仕掛品 

     同左 

  (2)販売用不動産・仕掛不動産  

     同左

４ 固定資産の減価償却の方法

  (1)有形固定資産

    定率法を採用しております。ただし、平成10年

4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用しております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりであります。

     建物及び構築物     ７～50年

     機械装置        ３～13年

  (2)無形固定資産

    定額法を採用しております。自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用しております。

  (3)長期前払費用

    定額法を採用しております。

４ 固定資産の減価償却の方法

  (1)有形固定資産

     同左

  (2)無形固定資産

      同左

  

  (3)長期前払費用

      同左

５                 ―――――         ５ 繰延資産の処理方法

   社債発行費については支払時に全額費用として 

  処理しております。  



 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

６ 引当金の計上基準

  (1)貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権

については、貸倒実績率によって計上し、貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

６ 引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金

      同左

   (2)賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与の支払に充てるた

め、将来の支給見込額に基づき、当事業年度に帰

属する額を計上しております。

  (2)賞与引当金 

     同左 

 

 

  (3)退職給付引当金

    従業員の退職により支給する退職給付に充てる

ために、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しておりま

す。

 なお、会計基準変更時差異620百万円について

は、５年による按分額を費用処理しております。

 また、数理計算上の差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を翌事業年度より費用処理す

ることとしております。

  (3)退職給付引当金 

    従業員の退職により支給する退職給付に充てる

ために、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額を翌事業年度より費用処理すること

としております。

  

７ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

７ リース取引の処理方法

     同左

８ ヘッジ会計

  (1)ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっております。為替予約等

が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段  為替予約取引

    ヘッジ対象  外貨建金銭債権債務

  (3)ヘッジ方針

    リスクヘッジ取引は「貿易管理規程」及び「外

国為替予約実施要領」等の内部規程に基づき為替

変動リスクのヘッジを目的に外国為替取引を利用

しております。

  (4)ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変

動額の累計額を比較して有効性の判断を行ってお

ります。

８ ヘッジ会計

  (1)ヘッジ会計の方法

     同左

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

  (3)ヘッジ方針

     同左

  (4)ヘッジの有効性評価の方法

     同左

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

    税抜方式を採用しております。

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

     同左



（会計処理の変更） 

 
  

  

（追加情報） 

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成17年１月1日
 至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日）を適用しております。これに伴う損益

に与える影響はありません。従来の資本の部の合計に

相当する金額は15,278百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

前事業年度
(自 平成17年１月1日
 至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（役員退職慰労引当金） 

 従来より役員退職慰労金の支出に備えるため役員退

職慰労引当金を設定し、内規（取締役および監査役退

職慰労金基準）に基づく基準額を計上しておりました

が、平成17年３月30日の第85回定時株主総会の日をも

って、同内規を廃止したため、株主総会後、当期在任

取締役及び監査役の役員退職慰労引当金の残高を固定

負債の「その他」に記載しております。

―――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

注記 
番号

前事業年度
(平成17年12月31日)

注記
番号

当事業年度
(平成18年12月31日)

 １ 

 

 

偶発債務

 銀行取引等に対し保証を行なっております。

㈱サンジュニア 88百万円

㈱マルミヤ産業 39 〃

昭光通商(上海)(有公司) 234 〃

㈲サン・クローバー  0  〃

計 363 〃

 １ 

 

偶発債務

 銀行取引等に対し保証を行なっております。

昭光通商(上海)(有公司) 234百万円

㈲ゼット・ティー・エム 895 〃

㈲サン・クローバー  1  〃

㈱サンジュニア 69 〃

㈱マルミヤ産業 36 〃

計 1,236 〃

※２ 

 

有形固定資産の減価償却累計額は3,968百万円で

あります。

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は3,976百万円で

あります。

※３ 

 

 

このうち担保に供している資産

建物 1,298百万円

土地 2,171 〃

投資有価証券 949 〃

合計 4,419 〃

上記に対する債務

支払手形 111 〃

買掛金 423 〃

一年以内返済長期借入金 1 〃

預り保証金 1,488 〃

計 2,025 〃

※３

 

 

このうち担保に供している資産

建物 1,035百万円

土地 1,874 〃

投資有価証券 878 〃

合計 3,788 〃

上記に対する債務

支払手形 62 〃

買掛金 641 〃

預り保証金 1,318 〃

計 2,022 〃

※４ 

 

 このほか受取手形裏書譲渡高8,818百万円があ

ります。 

 さらに受取手形及び売掛金の流動化に伴う譲

渡高が6,897百万円あります。 

 なお、資金化していない部分405百万円は、従

来「その他」に計上しておりましたが、親会社

と表示を統一するため、当事業年度より「未収

入金」に計上しております。

※４  このほか受取手形裏書譲渡高8,533百万円があ

ります。 

 さらに受取手形及び売掛金の流動化に伴う譲

渡高が8,029百万円あります。 

 なお、資金化していない部分475百万円は、

「未収入金」に計上しております。

※５ 

 
 

授権株数 普通株式 400,000,000株

発行済株式総数 普通株式 112,714,687株

 ただし、定款の定めにより、株式の消却が行

われた場合には、これに相当する株式数を減ず

ることとなっている。

※５ ―――――

※６ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対するものは次のとおりであり

ます。 

受取手形            787百万円 

売掛金            3,431 〃 

支払手形             82 〃 

買掛金            9,027 〃

※６ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対するものは次のとおりであり

ます。 

受取手形            359百万円 

売掛金            3,684 〃 

支払手形             1 〃 

買掛金            10,181 〃



注記 
番号

前事業年度
(平成17年12月31日)

注記
番号

当事業年度
(平成18年12月31日)

※７  事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済しております。 

  したがって当事業年度末日は銀行休業日のた

め、次のとおり当事業年度末日満期手形が含ま

れております。 

 受取手形            846百万円 

 支払手形           1,333  〃

※７  事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済しております。 

  したがって当事業年度末日は銀行休業日のた

め、次のとおり当事業年度末日満期手形が含ま

れております。 

 受取手形            738百万円 

 支払手形            1,291 〃

※８ グループ内預け金 

 グループ内預け金は、昭和電工㈱の子会社で

ある昭和ファイナンス㈱に対する預け金であ

り、昭和電工グループ内の資金を一元管理して

効率活用することを目的としております。

※８ グループ内預け金 

   同左

※９ 土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上しています。 

 再評価を行った年月日  平成12年12月31日 

 再評価前の帳簿価額      3,310百万円 

 再評価後の帳簿価額      3,408百万円 

再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第５号によ

るところの鑑定評価額により算定しています。 

再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 1,284百万円

※９ 土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しています。 

 再評価を行った年月日  平成12年12月31日 

 再評価前の帳簿価額      3,310百万円 

 再評価後の帳簿価額      3,408百万円 

再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第５号によ

るところの鑑定評価額により算定しています。 

再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額1,311百万円

※10 配当制限 

 「土地再評価差額金」58百万円は、「土地の

再評価に関する法律」第７条の２第１項の規定

により、配当に充当することが制限されており

ます。 

 「その他有価証券評価差額金」1,754百万円

は、「商法施行規則」第124条第3号の規定によ

り、利益の配当に充当することが制限されてお

ります。

※10 ―――――

※11 自己株式の保有数

 普通株式 197,008株

※11 ―――――

 12 コミットメントライン契約 
 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行3行と貸出コミットメント契約を締結し
ております。この契約に基づく当事業年度末の
借入金未実行残高は次のとおりであります。
コミットメントライン契約
の総額

2,000百万円

借入実行額   － 〃

差引額 2,000 〃

 12 

 

コミットメントライン契約
    同左

コミットメントライン契約
の総額

2,000 百万円

借入実行額   － 〃

差引額 2,000  〃



(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 
(変動事由の概要)  

 （1）当事業年度増加株式数は、単元未満株式の取得によるものであります。 

 （2）当事業年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求による売却であります。 

注記 
番号

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

注記
番号

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 関係会社との取引に係るもの

  関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。

 売上高              9,696百万円

 仕入高               36,563  〃

※１ 関係会社との取引に係るもの

  関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。

 売上高            9,332百万円

 仕入高             37,768  〃

※２ 租税公課の主な内訳

固定資産税    11百万円

収入印紙 22 〃

事業所税 6 〃

外形標準課税 29  〃

その他 3 〃

計 72 〃

 

 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりです。

１販売費

運賃諸掛 288百万円

保管料 105 〃

貸倒損失 42 〃

 

※２

 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりです。

 販売費及び一般管理費の主なもの

運賃諸掛 279百万円

貸倒引当金繰入額 65 〃

給与手当・賞与 2,258 〃

退職給付引当金繰入額 151 〃

減価償却費 106 〃

２一般管理費

役員報酬 185百万円

給与手当・賞与 2,230 〃

退職給付費用 170 〃

役員退職慰労引当金繰入額 11 〃

福利厚生費  366 〃

旅費交通費  301 〃

家賃地代  481 〃

減価償却費 153 〃

上記以外の費目は、その金額が販売費及び一般

管理費の合計額の百分の五以下でありますの

で、記載を省略しております。

※３

 

固定資産処分損の内訳は、下記のとおりであり

ます。

機械装置他
インフレーショ

ン装置他
7百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は、下記のとおりであり

ます。

建物 69百万円

工具器具備品他    9  〃

79 〃

 ４ 減損に当たっての資産グルーピングの方法 
 当社の資産グルーピングは、賃貸用不動産に
おいては個別物件単位で、事業資産においては
管理会計上の区分としております。

 ４ 減損に当たっての資産グルーピングの方法 
   同左

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 197,008 36,586 4,017 229,577 



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成18年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

項目
機械装置

(百万円)

工具器具 
備品他 
(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

1,752 494 271 2,518

減価償却
累計額 
相当額

907 134 131 1,173

期末残高 
相当額

845 360 139 1,345

 

項目
機械装置

(百万円)

工具器具
備品他 
(百万円)

ソフト 
ウェア 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

1,789 481 168 2,439

減価償却
累計額 
相当額

1,100 219 58 1,378

期末残高 
相当額

688 262 109 1,060

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 373百万円

１年超 1,062百万円

合計 1,435百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 368百万円

１年超 772百万円

合計 1,140百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 438百万円

減価償却費相当額 391百万円

支払利息相当額 37百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 397百万円

減価償却費相当額 358百万円

支払利息相当額 30百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により、算定しております。

  ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

     同左

  ・利息相当額の算定方法

     同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 94百万円

たな卸資産評価損否認額 41 〃

未払事業税等否認額 25 〃

退職給付引当金損金算入限度超過額 472 〃

ゴルフ会員権評価損否認額 39 〃

子会社株式評価損否認額 8 〃

その他 108 〃

繰延税金資産合計 792 〃

 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 137百万円

たな卸資産評価損否認額 54 〃

未払事業税等否認額 69 〃

賞与引当金否認額 52 〃

退職給付引当金損金算入限度超過額 486 〃

ゴルフ会員権評価損否認額 39 〃

子会社株式評価損否認額 8 〃

投資有価証券評価損否認額 46 〃

その他 52 〃

繰延税金資産合計 946 〃

 

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 1,203百万円

繰延税金負債合計 1,203  〃

繰延税金資産の純額 △411  〃

 繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 1百万円

その他有価証券評価差額金 1,052  〃

繰延税金負債合計 1,054  〃

繰延税金資産の純額 △108  〃

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

流動資産―繰延税金資産 216百万円

固定負債―繰延税金負債 628  〃 

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

流動資産―繰延税金資産 371百万円

固定負債―繰延税金負債 479  〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目

△1.4％

住民税均等割額 1.0％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.1％
 

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目

△1.1％

住民税均等割額 0.8％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 134円23銭 135円85銭

１株当たり当期純利益 6円7銭 7円58銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 損益計算書上の当期純利益

683百万円

 普通株式に係る当期純利益

683百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

 な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

112,541,704株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 損益計算書上の当期純利益

852百万円

 普通株式に係る当期純利益

852百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

 な内訳

    同左

 普通株式の期中平均株式数

112,503,069株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券

(その他有価証券)

㈱損害保険ジャパン 1,431,325 2,082

㈱ヤクルト本社 118,757 406

昭和エンジニアリング㈱ 63,000 390

㈱みずほフィナンシャルグループ 351 298

ティ・エステック㈱ 79,500 79

㈱ＴＹＫ 278,194 75

みずほ信託銀行㈱ 269,128 71

大日本印刷㈱ 36,000 66

三菱瓦斯化学㈱ 50,000 62

その他65銘柄 1,561,397 747

計 3,887,654 4,279



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 計上の理由及びその額の算定 

重要な会計方針に記載しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 4,727 125 132 4,719 2,826 139 1,893

 構築物 277 3 6 273 225 4 48

 機械装置 896 2 77 821 699 33 121

 車両運搬具 4 － － 4 2 0 1

 工具器具備品 292 19 48 263 223 14 40

 土地 3,408 － － 3,408 － － 3,408

有形固定資産計 9,605 149 265 9,490 3,976 193 5,513

無形固定資産

 営業権 － 25 － 25 2 2 23

 借地権 147 － － 147 － － 147

 ソフトウェア 43 5 － 48 22 9 25

 電信電話施設利用権 13 － － 13 － － 13

無形固定資産計 204 30 － 235 24 11 210

長期前払費用 171 1 63 109 108 34 1

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 307 157 12 － 452

賞与引当金 117 127 117 － 127



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

 平成18年12月31日現在貸借対照表における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

１ 流動資産 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) グループ内預け金 

  

 
  

(3) 受取手形 

     ①相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 11

預金の種類

当座預金 2,184

普通預金 603

振替貯金 6

別段預金 1

外貨預金 203

           小計 2,999

合計 3,011

相手先 金額(百万円)

昭和ファイナンス㈱ 3,500

計 3,500

相手先 金額(百万円)

 朝日樹脂茨城㈱ 623

㈲コダマ 561

和賀プレシジョン㈱ 342

トッパンプラスチック㈱ 260

㈱マルミヤ産業 251

新潟企業㈱ 他 11,892

計 13,932



     ②期日別内訳 

  

 
(注) 平成19年1月期日の手形金額には、事業年度末日満期手形が738百万円含まれております。 

  

  

 上記のほか裏書譲渡した受取手形が8,533百万円あり、その期日別内訳は次のとおりであります。  

  

 
(注) 平成19年1月期日の手形金額には、事業年度末日満期手形が1,217百万円含まれております。 

  

  

 上記のほか手形債権を流動化した受取手形が4,496百万円あり、その期日別内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) 平成19年1月期日の手形金額には、事業年度末日満期手形が907百万円含まれております。 

  

(4) 売掛金 

     ①相手先別内訳 

  

 
  

     ②売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
（注）１ 上記金額には、消費税等を含んでおります。 

   ２ 当期回収高には、債権流動化によるものを含んでおります。 

  

期日別 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月 平成19年４月
平成19年
５月以降

計

金額(百万円) 1,977 1,139 4,033 4,783 1,999 13,932

期日別 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月 計

裏書譲渡手形
(百万円)

4,367 3,136 1,029 8,533

期日別 平成19年１月 平成19年２月 平成19年3月 計

手形債権流動
化手形
(百万円)

2,342 1,610 543 4,496

相手先 金額(百万円)

昭和電工㈱ 2,349

昭和アルミニウム缶㈱ 2,268

昭和高分子㈱ 1,197

日本ケミコン㈱ 947

昭光通商(上海)(有公司) 752

㈱マグ 他 24,290

債権流動化による減少額 △ 3,533

計 28,272

期間
前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高 
(百万円)

回収率(％)

(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月)ａ／ｂ
ａ 期首期末平均売掛金
ｂ １ヶ月平均発生高

自平成18年１月１日 
至平成18年12月31日

24,978 161,350 158,057 28,272 84.8 1.98ヶ月



(5) 商品 

  

 
  

(6) 製品 

  

 
  

(7) 販売用不動産 

  

 
  

(8) 原材料 

  

 
  

(9) 仕掛品 

  

 
  

業種別 金額(百万円)

化学品 202

合成樹脂 454

金属 1,288

物資建材 14

電子材料その他 220

計 2,179

業種別 金額(百万円)

化学品 116

電子材料その他 39

計 155

地域別 地積 金額(百万円)

関東地区 41,783㎡ 17

甲信越地区 3,308㎡ 0

計 45,091㎡ 17

業種別 金額(百万円)

電子材料その他 0

計 0

業種別 金額(百万円)

金属 3

計 3



(10) 仕掛不動産 

 
  

(11) 預け金 

  

 
  

２ 流動負債 

(1) 支払手形 

 ①相手先別内訳 

  

 
  

 ②期日別内訳 

  

 
(注) 平成19年1月期日の手形金額には、事業年度末日満期手形が1,291百万円含まれております。 

  

地域別 金額(百万円)

関東地区 969

関西地区 14

計 984

相手先 金額(百万円)

昭和ファイナンス㈱ 8,515

計 8,515

相手先 金額(百万円)

サミット昭和アルミ㈱ 1,601

㈱栗本鐵工所 1,229

㈱大紀アルミニウム工業所 1,213

昭和電工パッケージング㈱ 253

虹技㈱ 189

昭和エンジニアリング㈱ 他 2,831

計 7,318

期日別 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月 平成19年４月
平成19年
５月以降

計

金額(百万円) 2,800 1,502 1,563 1,358 92 7,318



(2) 買掛金 

  

 
  

(3) 短期借入金 

  

 
  
  
(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額(百万円)

昭和電工㈱ 9,898

日本ポリエチレン㈱ 5,336

昭和ファイナンス㈱ 3,685

昭和電工建材㈱ 2,365

みずほ信託銀行㈱ 2,118

サンアロマー㈱ 他 13,954

計 37,359

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 870

みずほ信託銀行㈱ 700

農林中央金庫 600

日本生命保険相互会社 400

三菱UFJ信託銀行㈱ 370

㈱千葉銀行 320

㈱三菱東京UFJ銀行 310

住友信託銀行㈱ 190

㈱三井住友銀行 120

㈱肥後銀行 120

計 4,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当社は、平成19年３月29日の定時株主総会決議により定款を変更し、単元未満株主の権利を次に掲げる権利

に制限しております。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割り当ておよび募集新株予約権の割り当てを受ける権利 

（４）株式取扱規則に定められている単元未満株式の買増請求をする権利 

２ 当社は、平成19年３月29日の定時株主総会決議により定款を変更し、公告方法を電子公告に変更しました。

（ＵＲＬ http://www.shoko.co.jp/） 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、東京都で

発行する日本経済新聞に掲載して行います。 

  

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、
100,000株券、100株未満端数表示の株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社      本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 印紙税相当額

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円

  株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取・買
増

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社      本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第２４条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第86期)

自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

平成18年３月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第87期中)
自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日

平成18年９月27日 
関東財務局長に提出。



 該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

昭光通商株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭光通商株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、昭光通商株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人 不二会計事務所

代表社員 公認会計士  乘  田  紘  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  利 根 川  宣  保  ㊞

業務執行社員 公認会計士  川  本  弘  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年３月29日

昭光通商株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭光通商株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ－計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、昭光通商株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ－の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人 不二会計事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士  利 根 川  宣  保  ㊞

業務執行社員 公認会計士  川  本  弘  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

昭光通商株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭光通商株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭光通商株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 不二会計事務所

代表社員 公認会計士  乘  田  紘  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  利 根 川  宣  保  ㊞

業務執行社員 公認会計士  川  本  弘  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年３月29日

昭光通商株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている昭光通商株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第87期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭光通商株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 不二会計事務所

代表社員
業務執行社員

公認会計士  利 根 川  宣  保  ㊞

業務執行社員 公認会計士  川  本  弘  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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